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Ⅰ. 要旨 

 

 本調査は、「がん患者と家族によるがん対策の評価」を行うために実施するものである。実際

にがん医療の受け手となる患者と家族の声を集め、がん患者と家族にとって真に必要な施策を

確認し、継続すべき事業や新たな課題等について検討する際の根拠を明らかにすることを目的

としている。政策評価の方法は種々検討されているところであるが、本調査は目的を達成する

ために、がん対策として現在行われている取り組みについて重要度を問う定量的な手法と、自

由記述欄における回答（コメント）から患者・家族におけるニーズ（施策上の課題）を明らか

にする定性的な手法の 2つを組み合わせて実施した。 

 本調査結果は、今後、がん対策における課題を確認し、継続すべき施策やより必要とされる

取り組みを検討する際の根拠の一つとして活用されることが期待される。 

   

 

1. 調査の概要 

 

 本事業は、平成 22 年 6 月に厚生労働省によりまとめられた「がん対策推進基本計画 中間報

告書（以下、中間報告書）」にある施策のうち、分野別施策の取り組みを対象に、実際にがん医

療の受け手となるがん患者や家族からの声を集め、分析することにより、がん対策において、

患者・家族にとって真に必要とされる施策を確認し、継続すべき施策、より必要とされる新た

な取り組みを検討する際の根拠を明らかにすることを目的としている。 

 

 本事業を実施するにあたり、がん対策に関する患者・家族ニーズや評価を得る方法の検討と、

収集した情報の分析や考察を行うために「がん対策評価・分析委員会（以下、委員会）」を設置

した。委員会は、患者・家族、医療提供者、法学、政策評価、マスメディア、それぞれの立場

の 5 人の有識者から成る。 

 

 委員会では、がん患者・家族の声に基づいたがん対策の評価を実施するため、調査・分析手

法について検討を重ねた。その結果、①調査の対象とする分野の検討、②中間報告書に記載さ

れている取り組みの分類、③調査・分析手法の検討（特に調査により集められた回答者のコメ

ントの分析）、といった 3 つの側面を工夫しながら調査を実施した。 

  

 ①については、中間報告書に記載のある 10 の分野のうち、患者・家族からの声を元に分析す

ることがより適していると考えられる、がん医療における「放射線療法及び化学療法の推進並

びに医療従事者の育成」「緩和ケア」「在宅医療」「がん医療に関する相談支援及び情報提供」「が

ん登録」「がんの早期発見」の計 6 分野を対象とした。 
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 ②については、中間報告書に記載されている取り組みの内容が、分野全体に係る包括的な取

り組みから個別的な取り組みまで多岐にわたるため、整理して分類を行った。具体的には、先

述の 6 分野を対象に、各分野における取り組みに関する記載を抜き出し、その内容の大きさご

とに「大項目」「中項目」「小項目」に分類して表にまとめた。なお、各分野の取り組みの分類

については委員会で検討し、その妥当性を確かめた。 

 

 ③については、分野ごとに、回答者のおかれている現在の状況について聴取する部分（質問

A）、中間報告書に記載されている取り組みを 3 つ提示してそれぞれの重要度ともっとも優先的

に実施すべき取り組みを聴取する部分（質問 B）、各分野における取り組みについて感じたこと

や考えていることを自由記述式で聴取する部分（質問 C）から構成するものとした。質問 A と

質問 B で得られた数値で示されるデータについては定量分析の手法を、質問 C で得られた自由

記述欄における回答（コメント）は定性分析の手法を用いた。なお、中間報告書に記載のある

取り組みを本調査で扱う際は、患者・家族の視点で当該分野における取り組みを具体的に記述

したり、例示的に示すことによって、取り組みの内容が同じような施策上の重要性や優先度を

持ち、比較対照ができるよう工夫した。 

 定性分析の手法については、回答者のコメントから新たなニーズを明らかにするのに最適な

手法として、内容分析とよばれる手法を参考にした。本調査では、まず、一つ一つのコメント

にその内容に応じてコードを付け中間報告書に記載のある取り組みに該当するものかそうでな

いかに振り分けた。次いで、中間報告書に記載のある取り組みに該当しないものとして振り分

けたコメントを分類し、中間報告書に記載のない新たな取り組みへとつながる患者・家族ニー

ズとした。定性分析は、作業者の個人的な価値観が反映されないように複数の担当者で行い、

定性的な研究を行ったことのある研究者によるレビューを受けた。 

 

 

 調査は、全国 377 施設のがん診療連携拠点病院に協力を依頼して実施した。各病院にアンケ

ート用紙セットを送付し、協力依頼の文面との掲示とともに来院もしくは入院中のがん患者や

家族に配付を依頼した。受け取った患者あるいは家族が無記名で回答したものを郵送（一部ウ

ェブフォーム）にて回収した。 
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2. 調査結果 

 以下、本調査の回答者属性と各分野における分析結果をまとめる。なお、結果をうけて行っ

た考察については、「3．考察」の部分でまとめることとする。 

 

 

1） 回答者属性 

 

 有効回答数は 2,273 件。回答者は 60 歳代が最も多く 828 人（36.4%）であった。回答者の性

別は男性（47.7%）と女性（51.4%）とほぼ同じ割合である。本調査は患者家族からの回答も受

け付けた。患者家族の回答者は 362 人（15.9%）となっている。 

 

 がんと診断されてからの経過年数は、「1 年未満」が 841 人（37.0%）と最も多い。現在の治

療の状況に関しては、「治療を継続中」が最も多く 1,719 人（75.6%）であった。また、現在の

医療機関のかかり方については、「外来通院中」が 1,427 人（62.8%）と最も多かった。 

 再発や転移の経験については「ある」という回答が約半数の 1,056 人（46.5%）、今までに受

けた治療（複数回答有）については、「化学療法」が 1,829 人（80.5%）、「手術」が 1,626 人（71.5%）、

「放射線療法」が 735 人（32.3%）であった。 

 

 

2）各分野における結果 

 

 

 分野 1 放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成 

 

 「自分の受けた『放射線療法や化学療法』について満足している」との回答は 970 人（42.7%）、

「担当医（主治医）だけでなく、放射線治療医、腫瘍内科医、専門看護師、薬剤師など、複数

の専門家が診療にあたっていると感じる」は 1,220 人（53.7%）であった。また、「医療機関の

放射線療法や化学療法の診療実績や人員配置に関する情報を参考にした」との回答は 170 人

（7.5%）であった（複数回答有）。 

 

 中間報告書に記載のある取り組みについて、「重要である」と回答のあった数（割合）はそれ

ぞれ、取り組み①「放射線療法及び化学療法を行う部門を整備して、診療体制を整備する」1,893

人（83.3%）、取り組み②「複数の科や他職種の専門家によるチーム医療を展開するための研修

を行い、体制を整備する」1,782 人（78.4%）、取り組み③「抗がん剤等の医療品を医療現場で

早期に使用できるようにするために、新薬の開発・審査体制の見直しを行う」1,925 人（84.7%）
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であった。また、この 3 つのうち、最も優先すべき取り組みについては、取り組み③（新薬の

開発・審査体制の見直し）の回答が最も多く 1,188 人（52.3%）であった。 

 

 回答者のコメントを分析することで明らかになったニーズのうち、中間報告書に記載のない

新たな取り組みにつながるものに注目してみると、主なニーズとしては、「治療における経済的

負担の軽減」「精神面、身体面の負担軽減」「情報提供の充実強化」などがあった。 

 

 

 分野 2 緩和ケア 

 

 「『緩和ケア』の意味を十分知っていた」との回答は 515 人（22.7%）、「終末期の患者だけを

対象とすると思っていた」893 人（39.3%）、「病院緩和ケア病棟などの限られた場所でしか行

われないと思っていた」682 人（30.0%）、「治療と並行でなく、単独で行われるものと思って

いた」479 人（21.1%）、「痛みなどの身体症状のみを対象とすると思っていた」427 人（18.8%）

という結果であった。また、「医師と『緩和ケア』について話し合った」との回答は 294 人（12.9%）

であった。 

 

 中間報告書に記載のある取り組みについて、「重要である」と回答のあった数（割合）はそれ

ぞれ、取り組み①「がん診療に関わるすべての医師が『緩和ケア』についての基本的な知識や

技能を習得するように研修を受ける」1,565 人（68.9%）、取り組み②「緩和ケアチームを設置

したり病院や在宅などネットワークを強化し、緩和ケア体制を整える」1604 人（70.6%）、取り

組み③「がんによる痛みをしっかり治すための、医療用麻薬を適正に使用するための取り組み

を推進する」1,619 人（71.2%）であった。また、この 3 つのうち、最も優先すべき取り組みに

ついては、取り組み②（緩和ケア体制を整える）の回答が最も多く 1,047 人（46.1%）であった。 

 

 中間報告書に記載のない新たな取り組みにつながる主なニーズには、「緩和ケアに関する知識

や理解の普及啓発」「提供する緩和ケアの質の向上」などがあった。 

 

 

 分野 3 在宅医療 

 

 「『在宅医療』を受けたいと思ったことがある」との回答は 357 人（15.7%）、「医師と『在宅

医療』について話し合った」111 人（4.9%）、「急に具合が悪くなったりしたときに、在宅で対

応できるか心配」969 人（42.6%）という結果であった。 
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 中間報告書に記載のある取り組みについて、「重要である」と回答のあった数（割合）はそれ

ぞれ、取り組み①「在宅医療を選択できるように、病院、在宅療養支援診療所、訪問看護ステ

ーション、薬局等の連携体制を強化する」1,473 人（64.8%）、取り組み②「緩和ケアの実施な

ど在宅医療の質を評価するための指標を検討する」1,068 人（47.0%）、取り組み③「病院と地

域の医療機関との連携や、コーディネート（調整）する機能を強化する」1,436 人（63.2%）で

あった。また、この 3 つのうち、最も優先すべき取り組みについては、取り組み①（連携体制

を強化する）の回答が最も多く 1,126 人（49.5%）であった。 

 

 中間報告書に記載のない新たな取り組みにつながる主なニーズには、「在宅医療における経済

的負担の軽減」「家族の負担の軽減」などがあった。 

 

 

 分野 4 がん医療に関する相談支援及び情報提供 

 

 「『がん相談支援センター』のことを聞いたことがある」との回答は 1103 人（48.5%）、「『が

ん相談支援センター』を利用したことがある」313 人（13.8%）、「自分の受け取った『がんに

関する情報』に満足している」359 人（15.8%）、「がんの情報が足りなくて困った」349 人（15.4%）、

「自分に当てはまる情報を選ぶのが大変だった」361 人（15.9%）という結果であった。 

 

 中間報告書に記載のある取り組みについて、「重要である」と回答のあった数（割合）はそれ

ぞれ、取り組み①「相談支援センターの相談員や、さまざまな専門職からなるチームへの研修

を行い、相談支援の質を高める」1,451 人（63.8%）、取り組み②「さまざまながんに関する情

報を充実させ、住み慣れた家庭や地域での生活を送るための相談支援と情報提供を強化する」

1,462 人（64.3%）、取り組み③「必要とする情報や信頼性のある情報が提供されるよう、情報

の質を担保する」1,440 人（63.4%）であった。また、この 3 つのうち、最も優先すべき取り組

みについては、取り組み②（相談支援と情報提供の強化）の回答が最も多く 776 人（34.1%）

であった。 

 

 中間報告書に記載のない新たな取り組みにつながる主なニーズには、「提供する相談支援の質

向上および均てん化」「情報提供の充実強化」があった。 

 

 

 分野 5 がん登録 

 

 「『がん登録』の意味を知っていた」との回答は 196 人（8.6%）、「知らなかった」960 人（42.2%）
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との結果であった。また、「治療成績や見通しがわかることが、重要だと思う」970 人（42.7%）、

「自分の情報が活用されることは、意義のあることだと思う」951 人（41.8%）、「個人情報な

ど、きちんと管理されているか心配」との回答は 568 人（25.0%）であった。 

 

 中間報告書に記載のある取り組みについて、「重要である」と回答のあった数（割合）はそれ

ぞれ、取り組み①「がん診療を行う病院にがん登録を義務付けたり、支援を行うなどして、が

ん登録実施機関を増やす」1099 人（48.4%）、取り組み②「がん登録についての研修を実施し、

的確にがん登録作業をできる人材を育成する」968 人（42.6%）、取り組み③「がん登録のデー

タを地域別、医療機関ごとに公開・活用するなどして、認知度を増やす」999 人（44.0%）であ

った。また、この 3 つのうち、最も優先すべき取り組みについては、取り組み①（実施機関を

増やす）の回答が最も多く 796 人（35.0%）であった。 

 

 中間報告書に記載のない新たな取り組みにつながる主なニーズには、「適切なデータ収集体制

作り」「個人情報の適切な管理」「データの活用」などがあった。 

 

 

 分野 6 がんの早期発見 

  

 「がん検診が重要であることについて聞いたことがある」との回答は 1,070 人（47.1%）、「が

ん検診の受け方や窓口などについてわかりやすいと思う」186 人（8.2%）、「個別に自分あてに

手紙や電話でがん検診を勧められれば、がん検診を受けたいと思う」476 人（20.9%）という

結果であった。また、「ガイドラインなどで質の高いがん検診に向けた取り組みが行われている

ことを知っている」との回答は 207 人（9.1%）であった。 

 

 中間報告書に記載のある取り組みについて、「重要である」と回答のあった数（割合）はそれ

ぞれ、取り組み①「がん検診を受診すべき対象者や実施機関に普及活動を行い、がん検診の効

果的な受診勧奨を行う」1,852 人（81.5%）、取り組み②「がん検診の質を管理し、科学的根拠

に基づいたがん検診が受けられるよう推進する」1,768 人（77.8%）、取り組み③「がん検診に

ついてのガイドラインを整備し、受診者に対してがん検診の限界やデメリット（不利益）を十

分に説明したうえでがん検診を勧めるような体制を整える」1,524 人（67.0%）であった。また、

この 3 つのうち、最も優先すべき取り組みについては、取り組み①（普及活動と受診勧奨）の

回答が最も多く 1,062 人（46.7%）であった。 

 

 中間報告書に記載のない新たな取り組みにつながる主なニーズには、「検診における経済的負

担の軽減」「早期発見につながる体制強化」「情報提供の充実強化」などがあった。 
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3. 考察 

 ここでは、それぞれの分野ごとに、中間報告書に記載のある取り組みについての考察、中間

報告書に記載のない取り組みにつながる患者・家族のニーズについての考察、がん対策評価・

分析委員会による総合的な考察の順でまとめる。 

 

 

 分野 1 放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成 

  

 中間報告書に記載のある取り組みについては、現在行われている放射線療法や化学療法の実

施体制の整備をさらに進めるにあたり、地域格差等の医療へのアクセスに関する問題を解消す

るための実効性を伴う策を検討するなどの工夫が期待されていることが示された。チーム医療

体制の充実、抗がん剤等の医療品が早期に使用できるようにするための新薬の開発・審査体制

の見直しが期待されていることも示された。 

 

 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、治療における経済的負

担や精神的・身体的な痛みの軽減策へのニーズが明らかになっており、治療を通して、患者・

家族の抱えるさまざまな負担の軽減に関わるさらに具体的な取り組みが求められている。また、

治療のリスクや限界、治療成績などの情報提供を充実強化するというニーズも明らかになって

いる。 

 

 がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは、主に下記の点である。 

 放射線療法及び化学療法を行う部門の整備や医療従事者の育成を進める際は、数を増や

すことにとどまらず、質の担保の観点からの取り組みが求められている 

 部門の整備や医療従事者の育成に関する取り組みを検討する際、現況と需要とのギャッ

プがいまだ不明な部分もあるので、それらを把握しつつ進める必要がある 

 

 

 分野 2 緩和ケア 

 

 中間報告書に記載のある取り組みについては、緩和ケアに関わる医師や医療従事者の育成、

緩和チームや地域ネットワークによる緩和ケアの提供へのニーズが示されており、その体制が

整うことが患者・家族のニーズにあった緩和ケアの提供につながると考えられる。また、医療

用麻薬については、適正に使用するための取り組みを推進する施策へのニーズが示された。 

 

 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、治療の初期段階から身
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体的・精神的な痛みを緩和するという緩和ケアの考え方の浸透に加え、家族を含む心のケアの

更なる充実や初期からの緩和ケアの実施など、緩和ケアの具体的な提供内容を向上させるため

の策などへのニーズが明らかになった。 

 

 がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは、主に下記の点である。 

 緩和ケアについての正しい理解が患者・家族にも医療者にも浸透するような施策が求め

られる。 

 がんの治療と並行して治療初期からの緩和ケアが実施できるような体制など、患者や家

族のニーズにあった、早期から緩和ケアを提供できるための仕組みを整備する策が求め

られている。 

 

 

 分野 3 在宅医療 

 

 中間報告書に記載のある取り組みについては、希望する際に安心して在宅医療を選択できる

よう、在宅医療の提供体制や連携の強化に関する取り組みに加えて、急に具合が悪くなった時

の対応策や在宅医療を提供する医療機関の不足の解消策へのニーズが示された。また、在宅医

療の質を評価するための仕組みを検討することへの期待に加えて、どの程度まで在宅医療が進

んでいるかという評価の結果を開示することも求められていると考えられる。 

 

 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、経済的負担の軽減策に

関するニーズがある。中でも、在宅医療では、医療保険のみならず介護保険での対応の必要性

が示された。また、家族の負担の軽減につながるような取り組みについてのニーズもあると考

えられる。 

 

 がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは、主に下記の点である。 

 在宅医療を望むときに安心して選択できるように提供体制や連携の強化とともに障壁と

なる要因の解明とその解決策が求められる。 

 在宅医療における家族の負担を軽減する策を検討する必要がある。 

 

 

 分野 4 がん医療に関する相談支援及び情報提供 

 

 中間報告書に記載のある取り組みについては、拠点病院に設置されている相談支援センター

の充実につながる取り組みと共に、がん医療全体を通しての連携や相談支援センターの利用に
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つながる取り組みが期待されている。また、がんに関する情報については、さまざまながんに

関する情報の充実とともに、信頼性のある情報が提供されるよう、情報の質を担保する取り組

みが求められている。 

 

 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、地域による情報の格差

の解消などを含め、提供する相談支援及び情報提供の質を向上させ均てん化するというニーズ、

拠点病院に設置されている相談支援センターや国立がん研究センターの「がん情報サービス」

の認知を向上させる取り組みに関するニーズが明らかになった。 

 

 がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは、主に下記の点である。 

 相談支援と情報提供の取り組みは、患者や家族、国民ががんに向き合う際に欠かせない

支えであり、がん医療も含めすべての施策分野に共通して必要とされるテーマであるた

め、広義の「相談支援及び情報提供」としてもとらえ、横断的・連続的な視点で実施す

る必要がある。 

 がん診療や療養全般を通して連続性のある相談支援・情報提供が求められている。患者

や家族が必要な時に困難なく相談支援を受けられたり、信頼できる情報を活用できるよ

うに、相談支援センターにおける支援や情報提供につなげていく仕組みが求められる。 

 

 

 分野 5 がん登録 

 

 中間報告書に記載のある取り組みについては、認知度向上にむけたさらなる検討が求められ

ており、がん登録データの公開や活用によってがん登録への理解・協力や支援を広め、がん登

録実施機関を増やしたり、がん登録についての研修を実施し人材を育成することによってがん

登録の整備と質の向上につながることが期待される。 

 

 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、患者や家族ががん登録

のデータを活用する手法の検討や医療者側が活用する手法の検討についてのニーズが明らかに

なっており、がん登録の認知度を上げるのみならずがん登録を行っていることによる利点を示

すことが求められていると言える。また、収集される個人情報の適切な取り扱い等の取り組み

へのニーズなども明らかになった。 

 

 がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは、主に下記の点である。 

 がん登録の意義、目的、データの活用手法についての理解が十分でないために認知度が

低いと考えられ、実施体制の整備とともに、がん登録を行うことによる利点を明確に示
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す必要がある。 

 個人情報の適切な管理はきわめて重要であり、個人情報の保護に向けた体制がどのよう

に構築されているかについての理解の推進につながる取り組みが求められる。 

 

 

 分野 6 がんの早期発見 

 

 中間報告書に記載のある取り組みについては、ひきつづきがん検診の普及啓発を行うことに

加えて、実際に検診の受診につながるための受診勧奨施策を検討し、実施することが重要であ

ると示された。また、がん検診の精度管理を進めることによる地域や施設間で検診の質の格差

を生まない取り組みや、適切な情報提供を実施することによる検診についての正しい理解や知

識の普及に向けての取り組みが求められている。 

 

 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、より受診しやすい検診

の実施体制に関するニーズやがん検診についての情報提供を強化することへのニーズが明らか

になった。がん検診の普及啓発と並行して、実施体制をさらに充実させることが求められてい

ると言える。また、経済的負担の軽減に関する取り組みへのニーズも明らかとなった。 

 

 がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは、主に下記の点である。 

 がん検診の体制整備に加え、検診の意義・必要性の分かりやすさや受診へつなげる動機

付け支援、経済的理由による阻害要因の軽減など、利用者視点の改善がより一層重要で

ある。 

 「受診率向上」という枠組みのみではなく、死亡率の低減、QOL（生活の質）の向上な

どの視点で対策を検討することも重要である。調査で明らかになったニーズは早期発見

による生存率の向上という成果につなげていく上で重要であると考えられる。 

 

 

 

 本調査の結果が、がん患者や家族にとってより必要としている施策を確認し、継続すべき施

策、より必要とされる新たな取り組みを検討する際の根拠となることが期待される。また、本

事業において用いた調査・分析手法が、今後さらなる改良を重ねることで、がん対策はもちろ

んのこと、他の分野においても患者・家族視点の政策評価を行うための手法の一つとなること

を願っている。 
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Ⅱ. 調査の概要 

 

 

1. 背景と目的 

 平成 19 年 6 月に閣議決定された「がん対策推進基本計画1」(以下、基本計画)は、がん対策

の総合的かつ計画的な推進を図るため、「がんによる死亡者の減少」及び「すべてのがん患者及

びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向上」を全体目標とし、10 の分野2で個別の目

標が策定された 5 カ年計画である。平成 22 年はその中間年にあたり、6 月には厚生労働省によ

り「がん対策推進基本計画 中間報告書3」（以下、中間報告書）がまとめられた。 

 この事業は、基本計画で定められ中間報告書にまとめられた分野別施策の取り組み（以下、

取り組み）を対象に、実際にがん対策の受け手となるがん患者や家族からの声を集め、分析す

ることにより、がん対策において、患者・家族にとって真に必要とされる施策を確認し、継続

すべき施策やより必要とされる新たな取り組みを検討する際の根拠を明らかにすることを目的

としている。 

 

  

2. 実施体制 

 本事業を実施するにあたっては、「がん対策評価・分析委員会（以下、委員会）」を設置し、

がん対策に関する患者・家族のニーズ（施策上の課題）や評価を図る手法の検討、収集した情

報の分析や考察を行った。委員会は、患者・家族、医療提供者、法学、政策評価、マスメディ

ア、それぞれの立場による 5 人の有識者から成る。委員会のメンバーを下記にまとめる。 

 

図表 2-2-1 がん対策評価・分析委員会 

 委員長 

    樋口   範雄   東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

 委員 

    五阿弥 宏安   読売新聞社東京本社 編集局総務 

    松本   陽子   NPO 法人愛媛がんサポートおれんじの会 理事長 

    宮田   裕章   東京大学大学院医学系研究科 准教授 

    渡邊   清高    独立行政法人 国立がん研究センター  
     がん対策情報センター がん情報・統計部 室長 

（五十音順、敬称略）

                                                 
1「がん対策推進基本計画」（PDF ファイル）http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/06/dl/s0615-1a.pdf  
2 がん対策推進基本計画ならびに中間報告書において、「放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成」
「緩和ケア」「在宅医療」「診療ガイドラインの作成」の 4 つは「がん医療」という上位概念で括られているが、それ
ぞれに目標設定がなされていることから、本事業においては個別の分野として扱った。 
3「がん対策推進基本計画 中間報告書」（PDF ファイル）http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/dl/gan_keikaku04.pdf  
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3. 実施の流れ 

 本事業では、まず、中間報告書にまとめられた分野別の取り組みについて整理を行い、患者

や家族からがん対策に関するニーズや評価を得るための手法の検討を行った。 

 次いで、具体的な調査手法の検討を行い、調査計画を策定。調査実施後に集計・分析を経て、

がん対策評価・分析事業の報告書としてまとめた。 

 

4. 調査方法 

 

1）対象  

 全国のがん診療連携拠点病院（以下、拠点病院）377 施設のいずれかに外来通院中または入

院中の患者、家族 

 

2）方法  

 拠点病院長宛てにアンケート調査への協力を依頼4し、各病院にアンケート用紙セットを送付。

下記の①～③のいずれかまたは複数の方法で、来院もしくは入院中のがん患者や家族が無記名

で回答したものを郵送（一部ウェブフォーム5）にて回収した。 

 ① 患者、家族にアンケート調査セットを手渡し 

 ② 外来窓口でのアンケート調査セットの配布・設置 

 ③ 相談支援センターでのアンケート調査セットの配布・設置 

 

〔発送数〕 

 平成 21 年 10 月に各医療機関より提出された「新規指定・指定更新推薦書」または「現況報

告書」に記載された、年間新入院がん患者数(平成 20 年 1 月～12 月)に基づき、各拠点病院向

けのアンケート用紙セットの発送部数を 3 段階に設定した。発送部数の内訳を下記に示す。発

送部数は合計 7,120 部であった。なお、今回の調査では、各病院から患者・家族への配布部数

の確認は行っていない。 

 

図表 2-4-1 アンケート調査セット発送部数 

年間新入院がん患者数 拠点病院数 1 病院当たり発送部数 

2,500 人以下 150 病院 10 部 

2,501 人～3,500 人 119 病院 20 部 

3,500 人超 108 病院 30 部 

                                                 
4 厚生労働省より、各拠点病院宛てに協力依頼文書を送付。 
5 アンケート用紙に ID とパスワードを記載し、用紙を受け取った方のみ専用ウェブページからの回答を受け付けた。 
今回の調査では、紙での回答は 2,247 件、ウェブからの回答は 26 件であった。 
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〔発送物〕 

①アンケート調査セット（回答者向け案内文、アンケート調査用紙、返信用封筒） 

②病院向け依頼状 

 

3）実施時期  

平成 22 年 12 月 6 日～12 月 31 日6 

 

4）調査・分析手法 

 がん患者・家族の声に基づいたがん対策の評価を実施するため、委員会で調査・分析手法に

ついて検討を重ねた結果、①調査の対象とする分野の検討、②中間報告書に記載されている取

り組みの分類、③分析手法の検討（特に調査により集められた回答者のコメントの分析）、とい

った 3つの側面を工夫しながら調査を実施した。 

 

 ①については、中間報告書に記載のある 10 の分野のうち、患者・家族からの声を元に分析す

ることがより適していると考えられる 6 分野を対象とした7。対象とした分野は下記の通りであ

る。 

 

図表 2-4-2 本事業で対象とした分野 

 分野 1 放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成 

 分野 2 緩和ケア 

 分野 3 在宅医療 

 分野 4 がん医療に関する相談支援及び情報提供 

 分野 5 がん登録 

 分野 6 がんの早期発見 

 

 ②については、中間報告書に記載されている取り組みの内容が、分野全体に係る包括的な取

り組みから個別的な取り組みまで多岐にわたるため、調査の事前準備として、まずは上記の 6

分野において、中間報告書に記載されている取り組みを抜き出し、その内容の大きさごとに「大

項目」「中項目」「小項目」に分類して表にまとめた。なお、6 分野とも、既に基本計画におい

て策定され実施されている取り組みと、今後実施が検討されている取り組みがあるが、前者は

中間報告書内の「個別目標」部分にまとめられた記載から、後者は中間報告書内の「今後の課

                                                 
6 平成 23 年 1 月 7 日到着分までを集計に含めた。 
7
「診療ガイドラインの作成」「医療機関の整備」「がんの予防」「がん研究」については、今回の主な調査対象分野か

ら除外したが、自由記述欄などで言及がある場合は考慮の対象とした。 
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題等に係るがん対策推進協議会の意見」部分にまとめられた記載から、それぞれ抜き出すこと

とした。各分野の分類については委員会で検討し、妥当性を確かめた。分類結果は、Ⅲ. 調査

結果の概要における図表（表内、「中間報告書に記載された取り組みの分類」部分）を参照され

たい。 

 

図表 2-4-3 中間報告書に記載された取り組みの分類例 

 

がん対策

の分野 

中間報告書に記載された取り組みの分類 

大項目 

 中項目 

 小項目 

(例) 
4.  

がん医療

に関する

相談支援

及び情報

提供 

 

相談支援

の体制整

備 

相談支援セ

ンターの充

実 

【4-①】 

相談支援センターの数

の充実 

相談員数の充実 

相談員の質の向上 

ピア・サポート事業の

導入 

診療の場における相談

支援の充実 

 

 

 ③については、分野ごとに、回答者のおかれている現在の状況について聴取する部分（調査

票内、質問 A）、中間報告書に記載されている取り組みを 3 つ提示してそれぞれの重要度ともっ

とも優先的に実施すべき取り組みを聴取する部分（調査票内、問 B、質問 B-1）、各分野におけ

る取り組みについて感じたことや考えていることを自由記述式で聴取する部分（調査票内、質

問 C）から構成するものとした。また、調査で中間報告書に記載されている取り組みを扱う際

は、患者・家族の視点で当該分野における取り組みを具体的に記述したり、例示的に示すこと

によって、取り組みの内容が同じような施策上の重要性や優先度を持ち、比較対照ができるよ

う工夫した。質問 A、質問 B、質問 B-1 から得られた数値で示されるデータ8は定量分析の手法

を、質問 C から得られた数値化できないデータ9（以下、コメント）は定性分析の手法を用いて

分析を行った。具体的な質問内容についてはⅥ. 使用した調査票を参照されたい。 

                                                 
8 定量データ 
9
 定性データ 

中間報告書内「個別目標」と「今後の課題等に係るがん対策推進協議

会の意見」の記載から施策（取り組み）を取り出し、分類 

 

 

がん対策推進基本計画

中間報告書 
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〔定量分析の手法を用いるパート：質問 A、質問 B、質問 B-1〕 

 質問 B および質問 B-1 では、分野ごとに必ず 3 つの取り組みを提示している。提示した取り

組みは、先述の分類表において「中項目」に分類された取り組みを 3 つにまとめたものにあた

る。今回の調査では各分野共通で取り組みについての重要度と、もっとも優先的に実施すべき

取り組みを聴取することから、分野ごとの取り組みの内容が同じような施策上の重要性や優先

度を持ち比較対照ができるよう工夫した。 

 

図表 2-4-4  調査票で提示した 3つの取り組み 

 

がん対策

の分野 

中間報告書に記載された取り組みの分類 

大項目 

 中項目 

 小項目 

  ①  

  ②  

  ③  

 

 

 

 

 また、質問Aでは、回答者の各分野における現在の状況を聴取できるような選択肢を設けた。 

 

〔定性分析の手法を用いるパート：質問 C〕 

 本事業においては患者・家族の声からがん対策の評価・分析を行うことが重要となるため、

定性分析手法の検討を重ねた。その結果、回答者のコメントについては内容分析10の手法、特

に古典的内容分析（traditional content analysis）と呼ばれる手法を参考に分析を行うこととした。 

 具体的には、まず、一つ一つのコメントにその内容に応じて 3種類のコードのうちのいずれ

かを付け（以下、コーディング）、中間報告書に記載のある取り組みに該当するものかそうでな

                                                 
10 内容分析とは、テキストをカテゴリー単位に縮減し、そのカテゴリーを分析して仮説の生成や検証を行う手法で

ある。重要なコードが既に明らかになっている状況下でその発現頻度を調べる場合や、これまでに発見されていない 
新規のコードを明らかにする場合に用いられることで知られている。 

〔参考文献〕 
有馬明恵：内容分析の方法. 東京：ナカニシヤ出版, 2007. 
クリッペンドルフ K. メッセージ分析の技法 : 「内容分析」への招待[Content Analysis : an Introduction to Its 
Methodology] 東京: 勁草書房, 1989. 
Ryan GW, Bernard HR. 第 7 章 データ処理と分析法. 質的研究ハンドブック 3 巻 [Handbook of Qualitative 
Research]. 京都: 北大路書房, 2006; 165-190. 

分類表内「中項目」に分類された取り組みを 3つの

グループにまとめる。 

 

 

がん対策推進基本計画

中間報告書 
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いかに振り分けた。次いで、中間報告書に記載のある取り組みに該当しないものとして振り分

けたコメントを分類し（以下、カテゴリー化）、中間報告書に記載のない新たな取り組みへとつ

ながる患者・家族ニーズとした。具体的な分析作業過程を下記に示す。 

 

図表 2-4-5 コメントの分析作業過程 

 

①コーディング指示書の策定 

 調査の実施主体（以下、調査主体）により、コーディングにおけるルールを決め、コーディ

ング・シートを作成し、それらをまとめてコーディング指示書を策定した。 

〔コーディングにおけるルール〕 

 一つのコメントにつき、下記の表内のいずれかのコードを付ける 

 一つのコメントに 2つ以上の要素が含まれる場合、要素ごとにコメントを分割し、それぞ

れにコードを付ける 

  

コード コードを付ける対象となるコメント 

該当 中間報告書に記載のある取り組みに該当するコメント 

非該当 
中間報告書に記載のある取り組みに該当しない、新たな取り組みに

ついてのコメント 

分析対象外 

中間報告書に記載のある取り組みに該当せず、以下に該当するコメ

ント 

 「特になし」といったコメント 

 漠然と、分野全体に対して「良い」「大切だ」「満足」「不安」等

の感想のみで、具体的に取り組みに関連のある記載のないコメ

ント 

 「受けていない」「関係ないので分からない」等のコメント 

 明らかに分野とは関係のないコメント 

 日記、闘病記の類 

 アンケート調査自体に対する感想 

 

〔コーディング・シートの作成〕 

 コーディングのために「がん対策推進基本計画」、「がん対策推進基本計画 中間報告書」お

よび、中間報告書に記載がある取り組みの分類をまとめて参考資料（コーディング・シート）

を作成した。 
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②第 1次コーディング 

 2 回に分けて実施した。まず、コーディング作業実施者（以下、コーダー）が担当分野のすべ

てのコメントに目を通し、ルールにのっとりコーディングを行った。次いで、「分析対象外」に

振り分けられたコメントについては再検討を行った。これは、誤って「分析対象外」と判断さ

れて分析対象から除外されるコメントを極力少なくするために実施したものである。 

※ 4 人のコーダーがそれぞれ 3 つの分野を担当し、1 分野あたり 2 人のコーダーが担当す

る体制とした。コーダーは、コーダー自身のがん対策に関する価値観が極力反映されな

いように、過去にがん対策に関連する業務に従事した経験のない方とした。なお、作業

開始前に、コーディング・シートを熟読し、がん対策の内容を理解するよう依頼した。

※ 「分析対象外」に振り分けられたコメントの再検討は、二人のコーダーがいずれも「分

類対象外」のコードを付けたコメントを対象に、事務局が真に分析の対象から除外され

るコメントを検討した。検討の結果、「分析対象外」コードが外れたコメントについて

は、コーダーにより、「該当」か「非該当」の再コーディングを実施した。 

 

③第 2次コーディング 

 コーダー間でコード付けが一致していないコメントを抽出し、コーダー同士の話し合いを持

ち、いずれかのコードに決定した。 

 

④「非該当」とコードされたコメントのカテゴリー化 

 コーディングの結果、「非該当」と振り分けられたコメントについては、中間報告書には記載

がない新たな取り組みへとつながる患者・家族ニーズとみなし、調査主体によるコメントのカ

テゴリー化を行った。 

※ 作業を行う者の個人的な価値観が分析に反映されないように、調査主体によるカテゴリ

ー化は 1 分野を 2 人で担当する体制とし、計 4 人で実施した。 

※ カテゴリー化を終えた後、定性的な研究を行った経験のある研究協力者によるレビュー

を受け、適宜修正を行った。 

 

 

 一連の分析を行った結果を元に、6 分野それぞれについて分類表を作成した。作成した分類

表については、Ⅲ. 調査結果の概要における図表（表内、「中間報告書に記載のある取り組みに

該当しない、調査で明らかになった患者・家族ニーズの分類」部分）を参照されたい。 
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図表 2-4-6 分類表の構成メージ 

 

 

 

がん対策

の分野 

中間報告書に記載された取り組みの分類 

大項目 

 中項目 

 小項目 

    

    

    

 中間報告書に記載のある取り組みに該当しない、調
査で明らかになった患者・家族ニーズの分類 

    

    

    

  

 

 

 

 

コメントの分析 

 

がん対策推進基本計画 

中間報告書 

事前準備において作成した、中間報告書に記載され

た取り組みの分類 

調査の結果明らかになった、新たな取り組みにつなが

る患者・家族ニーズの分類 
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Ⅲ. 調査結果の概要 

 

 以下、本調査の回答者属性と各分野における結果をまとめる。各分野における結果に記載さ

れた図表は、「中間報告書に記載されている取り組みの分類」と「中間報告書に記載のある取り

組みに該当しない、調査であきらかになった患者・家族ニーズ」を合わせたものである。「中項

目」に分類されているものには ID を振っているが、同じ ID が付いているものは、調査票の質

問を作成する際に、同じグループとしてまとめて扱ったものである。 

 なお、結果をうけて行った考察については、「Ⅳ. 考察」の章でまとめることとする。 

 

 

1. 回答者属性 

  

 集計表ならびにグラフは図表 5-1-1～図表 5-1-12（P.58～63）に示す。 

  

 有効回答数は 2,273 件11。回答者は 60 歳代が最も多く 828 人（36.4%）、次いで 70 歳代（511

人、22.5%）、50 歳代（471 人、20.7%）と続いている。回答者の性別は男性（47.7%）と女性（51.4%）

とほぼ同じ割合である。本調査は患者家族からの回答も受け付けた。患者家族の回答者は 362 

人（15.9%）となっている。 

 がんと診断されてからの経過年数は、「1 年未満」が 841 人（37.0%）と最も多い。現在の治

療の状況は、「治療を継続中」との回答が最も多く 1,719 人（75.6%）であった。また、現在の

医療機関のかかり方については、「外来通院中」が 1,427 人（62.8%）と最も多く、次いで「入

院中」629 人（27.7%）であった。 

 再発や転移の経験については「ある」という回答が約半数の 1,056 人（46.5%）、今までに受

けた治療（複数回答有）については、「化学療法」が 1,829 人（80.5%）、「手術」が 1,626 人（71.5%）、

「放射線療法」が 735 人（32.3%）であった。 

 

                                                 
11 受け取った回答のうち、属性以外にひとつも回答のなかったもののみを「無効」とし、今回の集計には含めなか
った。 
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2. 結果の概要 

 

 

1）放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成 

  

 集計表ならびにグラフは図表 5-2-1～図表 5-2-5（P.64～66）に示す。 

 

 「放射線治療や化学療法などの治療の選択肢について十分説明を受けた」との回答は 1,511

人（66.5%）、「自分の受けた『放射線療法や化学療法』について満足している」は 970 人（42.7%）、

「担当医（主治医）だけでなく、放射線治療医、腫瘍内科医、専門看護師、薬剤師など、複数

の専門家が診療にあたっていると感じる」は 1,220 人（53.7%）であった。また、「医療機関の

放射線療法や化学療法の診療実績や人員配置に関する情報を参考にした」170 人（7.5%）、「海

外で承認されているが日本ではまだ承認されていない抗がん剤があるため困った」167 人

（7.3%）、「国内では別の種類のがんなど、他の効能で承認されているが自分の治療では使用で

きない抗がん剤があるため困った」113 人（5.0%）という結果であった。なお、「放射線治療と

化学療法は、自分にとって関係なかった」との回答は 191 人（8.4%）であった（複数回答有）。 

 

 取り組み①「放射線療法及び化学療法を行う部門を整備して、診療体制を整備する」につい

ては、「重要」1,893 人（83.3%）、「やや重要」171 人（7.5%）という結果であった。 

 取り組み②「複数の科や他職種の専門家によるチーム医療を展開するための研修を行い、体

制を整備する」については、「重要」1,782 人（78.4%）、「やや重要」255 人（11.2%）という結

果であった。 

 取り組み③「抗がん剤等の医療品を医療現場で早期に使用できるようにするために、新薬の

開発・審査体制の見直しを行う」については、「重要」1,925 人（84.7%）、「やや重要」163 人（7.2%）

という結果であった。 

 

 上記の 3 つの取り組みのうち、最も優先すべき取り組みについては、取り組み③「抗がん剤

等の医療品を医療現場で早期に使用できるようにするために、新薬の開発・審査体制の見直し

を行う」が最も多く 1,188 人（52.3%）、次いで、取り組み②「複数の科や他職種の専門家によ

るチーム医療を展開するための研修を行い、体制を整備する」481 人（21.2%）、取り組み①「放

射線療法及び化学療法を行う部門を整備して、診療体制を整備する」407 人（17.9%）の順であ

った。 
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 アンケート回答から浮き彫りとなった患者・家族ニーズを加えて完成した分類表を下記に示

す。 

 

図表 3-2-1 「放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成」分野の構成 

がん対策の

分野 

中間報告書に記載された取り組みの分類 

大項目 

 
中項目 

 小項目 

 
1. 

放射線療法

及び化学療

法の推進と

医療従事者

の育成 

 

 

 

放射線療

法・化学療

法の充実 

拠点病院における放射線

治療および化学療法の実

施体制整備【1-①】 

専門部署の設置 

施設基準の改善 

放射線及び化学療法の質

の評価充実 

【1-①】 

質の担保 

放射線療法及び化学療法

の医療従事者育成 

【1-②】 

人材の適正配置 

協議会における医療従事者の計画的育成事

業のモニタリング 

ドラッグ

ラグの解

消 

新薬の審査体制の見直し 

【1-③】 
省庁横断的取り組み 

治験の見直し 

【1-③】 

費用補助 

医師主導治験 

未承認薬・適応外薬への対

応 

【1-③】 

 

中間報告書に記載のある取り組みに該当しない、調査で明らかになった患者・家族ニ

ーズの分類 

 治療における経済的負担

の軽減 

【1-④】 

保険適用範囲の拡大 

公的補助 

実施体制の強化 

【1-⑤】 

質の向上につながる医療側へのインセンテ

ィブとして診療報酬増 

精神面の負担軽減 

【1-⑥】 
精神的サポートできる医療従事者の増員 

身体面の負担軽減 

【1-⑦】 

副作用の減少 

後遺症の減少 

情報提供の充実強化 

【1-⑧】 

治療の効果やリスク、限界についての情報

の充実 

実績の公表 
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2）緩和ケア 

  

 集計表ならびにグラフは図表 5-2-6～図表 5-2-10（P.67～69）に示す。 

 

 「『緩和ケア』の意味を十分知っていた」との回答は 515 人（22.7%）、「痛みなどの身体症状

のみを対象とすると思っていた」は 427 人（18.8%）、「終末期の患者だけを対象とすると思っ

ていた」は 893 人（39.3%）、「治療と並行でなく、単独で行われるもの（がんの治療が終わっ

たり、これ以上治療がなくなってから始めるもの）と思っていた」は 479 人（21.1%）、「病院、

緩和ケア病棟などの限られた場所でしか行われないと思っていた」は 682 人（30.0%）、「よく

知らないが、聞いたことはある」は 553 人（24.3%）、「知らなかった」は 135 人（5.9%）であ

った。「医師と『緩和ケア』について話し合った」との回答は 294 人（12.9%）、「自分の受けて

いる『緩和ケア』に満足している」は 302 人（13.3%）であった（複数回答有）。 

 

 取り組み①「がん診療に関わるすべての医師が「緩和ケア」についての基本的な知識や技能

を習得するように研修を受ける」については、「重要」1,565 人（68.9%）、「やや重要」487 人（21.4%）

という結果であった。 

 取り組み②「緩和ケアチーム（緩和ケア専門の医師や看護師、薬剤師、ソーシャルワーカー

などの複数の職種によるチーム）を設置したり病院や在宅などネットワークを強化し、緩和ケ

ア体制を整える」については、「重要」1,604 人（70.6%）、「やや重要」430 人（18.9%）という

結果であった。 

 取り組み③「がんによる痛みをしっかり治すための、医療用麻薬を適正に使用するための取

り組みを推進する」については、「重要」1,619 人（71.2%）、「やや重要」398 人（17.5%）とい

う結果であった。 

 

 上記の 3 つの取り組みのうち、最も優先すべき取り組みについては、取り組み②「緩和ケア

チームを設置したり病院や在宅などネットワークを強化し、緩和ケア体制を整える」が最も多

く 1,047 人（46.1%）、次いで取り組み③「がんによる痛みをしっかり治すための、医療用麻薬

を適正に使用するための取り組みを推進する」554 人（24.4%）、取り組み①「がん診療に関わ

るすべての医師が「緩和ケア」についての基本的な知識や技能を習得するように研修を受ける」

475 人（20.9%）の順であった。 
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 アンケート回答から浮き彫りとなった患者・家族ニーズを加えて完成した分類表を下記に示

す。 

 

図表 3-2-2 「緩和ケア」分野の構成 

がん対策の

分野 

中間報告書に記載された取り組みの分類 

大項目 

 
中項目 

 小項目 

 
2. 

緩和ケア 
緩和ケア

に関わる

人材の確

保 

 

緩和ケアの知識を有した

医師育成【2-①】 

がん診療に関わるすべての医師の緩和ケア

についての知識習得 

緩和ケア従事者育成 

【2-①】 

実地研修の充実 

計画的に育成するための医療従事者実態把

握 

すべての医師が受けられる研修の推進 

緩和ケア

体制の充

実 

緩和ケアのネットワーク

体制の充実 

【2-②】 

緩和ケアチームの設置 

緩和ケアにおける他業種連携の充実 

緩和ケアの状況モニタリ

ングの充実 

【2-③】 

医療用麻薬によるモニタリング実施 

中間報告書に記載のある取り組みに該当しない、調査で明らかになった患者・家族ニ

ーズの分類 

 
緩和ケアにおける経済的

負担の軽減 

【2-④】 

公的補助による対応 

基金等による対応 

保険適用の範囲拡大による対応 

提供する緩和ケアの質の

向上 

【2-⑤】 

心のケアの充実 

診断初期からの緩和ケア提供 

情報提供の強化 

【2-⑥】 

緩和ケア関連サービスについての情報の提

供 

緩和ケアに関する知識や

理解の普及啓発 

【2-⑦】 

緩和ケアの考え方の正しい理解促進 

「死」というものを考えること 
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3）在宅医療 

 

 集計表ならびにグラフは図表 5-2-11～図表 5-2-15（P.70～72）に示す。 

 

 「『在宅医療』を受けたいと思ったことがある」との回答は 357 人（15.7%）、「医師と『在宅

医療』について話し合った」111 人（4.9%）、「自分は『在宅医療』を受けていると感じる」109

人（4.8%）、「医療や療養の場所について（病院あるいは在宅）満足している」541 人（23.8%）、

「『在宅医療』を希望したが、受けることができなかった」13 人（0.6%）という結果であった。

また、「急に具合が悪くなったりしたときに、在宅で対応できるか心配」との回答は 969 人

（42.6%）、「終末期の患者だけを対象とすると思っていた」は 511 人（22.5%）、「よく知らない

が聞いたことはある」は 545 人（24.0%）、「知らなかった」は 95 人（4.2%）であった（複数回

答有）。 

 

 取り組み①「在宅医療を選択できるように、病院、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーシ

ョン、薬局等の連携体制を強化する」については、「重要」1,473 人（64.8%）、「やや重要」440

人（19.4%）という結果であった。 

 取り組み②「緩和ケアの実施など在宅医療の質を評価するための指標を検討する」について

は、「重要」1,068 人（47.0%）、「やや重要」704 人（31.0%）という結果であった。 

 取り組み③「病院と地域の医療機関との連携や、コーディネート（調整）する機能を強化す

る」については、「重要」1,436 人（63.2%）、「やや重要」479 人（21.1%）という結果であった。 

 

 上記の 3 つの取り組みのうち、最も優先すべき取り組みについては、取り組み①「在宅医療

を選択できるように、病院、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、薬局等の連携体制

を強化する」が最も多く 1,126 人（49.5%）、次いで取り組み③「病院と地域の医療機関との連

携や、コーディネート（調整）する機能を強化する」685 人（30.1%）、取り組み②「緩和ケア

の実施など在宅医療の質を評価するための指標を検討する」138 人（6.1%）の順であった。 



  
 

25 

 アンケート回答から浮き彫りとなった患者・家族ニーズを加えて完成した分類表を下記に示

す。 

 

図表 3-2-3「在宅医療」分野の構成 

がん対策の

分野 

中間報告書に記載された取り組みの分類 

大項目 

 
中項目 

 小項目 

 
3.  

在宅医療 

 
在宅医療

体制の整

備 

提供体制の強化 

【3-①】 

がん拠点診療所の整備 

訪問看護ステーションの設置 

連携・調整機能の強化 

【3-②】 

在宅医療推進協議会の設置 

地域連携クリティカルパスの活用 

在宅医療の質の評価 

【3-③】 

在宅医療の質評価のための指標検討 

在宅看取り率の公表方法検討 

中間報告書に記載のある取り組みに該当しない、調査で明らかになった患者・家族ニ

ーズの分類 

 

在宅医療における経済的

負担の軽減 

【3-④】 

保険適用範囲の拡大 

介護保険の拡大 

民間保険の併用 

高額療養費制度の併用 

在宅ケア医療機器の購入サポート 

在宅改修のサポート 

家族の負担の軽減 

【3-⑤】 

家族の心のケア 

家族を対象とした在宅医療に関する教育 

家族の負担を軽減するための体制整備 

在宅医療にかかわる人員

強化 

【3-⑥】 

在宅医療を提供する医師の増員 

訪問看護師の増員 

ソーシャルワーカーの増員 

民間ボランティア導入 

コーディネートを行う役割の人員増 

情報提供の充実強化 

【3-⑦】 
在宅医療に関する情報の充実 

在宅医療に関する啓発 

【3-⑧】 
在宅医療に関する意識の確認 

プライバシー保護 

【3-⑨】 
地域におけるプライバシーへの配慮 
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4）がん医療に関する相談支援及び情報提供 

 

 集計表ならびにグラフは図表 5-2-16～図表 5-2-20（P.73～75）に示す。 

  

 「『がん相談支援センター」のことを聞いたことがある』との回答は 1,103 人（48.5%）、「『が

ん相談支援センター』を利用したことがある」313 人（13.8%）、「誰に（どこに）相談すればよ

いのかわからなかった」516人（22.7%）、「担当医しか相談できないと思っていた」716人（31.5%）、

「治療以外の、費用のこと、療養生活のことを話しづらかった」419 人（18.4%）という結果で

あった。「自分の受けとった『がんに関する情報』に満足している」との回答は 359 人（15.8%）、

「がんの情報が足りなくて困った」394 人（15.4%）、「自分に当てはまる情報を選ぶのが大変だ

った」361 人（15.9%）、「国立がん研究センターの『がん情報サービス』を知っている」409 人

（18.0%）という結果であった（複数回答有）。 

 

 取り組み①「相談支援センターの相談員や、さまざまな専門職からなるチームへの研修を行

い、相談支援の質を高める」については、「重要」1,451 人（63.8%）、「やや重要」506 人（22.3%）

という結果であった。 

 取り組み②「さまざまながんに関する情報を充実させ、住み慣れた家庭や地域での生活を送

るための相談支援と情報提供を強化する」については、「重要」1,462 人（64.3%）、「やや重要」

492 人（21.6%）という結果であった。 

 取り組み③「必要とする情報や信頼性のある情報が提供されるよう、情報の質を担保する」

については、「重要」1,440 人（63.4%）、「やや重要」496 人（21.8%）という結果であった。 

 

 上記の 3 つの取り組みのうち、最も優先すべき取り組みについては、取り組み②「さまざま

ながんに関する情報を充実させ、住み慣れた家庭や地域での生活を送るための相談支援と情報

提供を強化する」が最も多く 776 人（34.1%）、次いで、取り組み①「相談支援センターの相談

員や、さまざまな専門職からなるチームへの研修を行い、相談支援の質を高める」742 人（32.6%）、

取り組み③「必要とする情報や信頼性のある情報が提供されるよう、情報の質を担保する」466

人（20.5%）の順であった。 
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 アンケート回答から浮き彫りとなった患者・家族ニーズを加えて完成した分類表を下記に示

す。 

 

図表 3-2-4 「がん医療に関する相談支援及び情報提供」分野の構成 

がん対策の

分野 

中間報告書に記載された取り組みの分類 

大項目 

 
中項目 

 小項目 

 
4.  

がん医療に

関する相談

支援及び情

報提供 

 

相談支援

の体制整

備 

相談支援センターの充実 

【4-①】 

相談支援センターの数の充実 

相談員数の充実 

相談員の質の向上 

ピア・サポート事業の導入 

診療の場における相談支援の充実 

情報提供

の体制整

備 

情報提供ツールの充実 

【4-②】 

パンフレット 

患者必携 

施設機能や診療実績の公表 

情報の質の担保 

【4-③】 

モニタリングによる定期的な改善 

根拠が乏しい広告の規制検討 

中間報告書に記載のある取り組みに該当しない、調査で明らかになった患者・家族ニ

ーズの分類 

 

提供する相談支援の質向

上および均てん化 

【4-④】 

一人一人の状況にあった相談の提供 

地域格差の解消 

がんについて関心を持てるような環境づく

り 

情報提供の充実強化 

【4-⑤】 

相談支援センターの周知 

がん情報サービス（インターネット・サイ

ト）の周知 

情報ラインナップの充実 
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5）がん登録 

 

 集計表ならびにグラフは図表 5-2-21～図表 5-2-25（P.76～78）に示す。 

 

 「『がん登録』の意味を知っていた」との回答は 196 人（8.6%）、「『がん登録』の取り組みは

重要だと思う」687 人（30.2%）、「知らなかった」960 人（42.2%）、「よくわからない」124 人（5.5%）

という結果であった。また、「自分の情報が活用されることは、意義のあることだと思う」951

人（41.8%）、「個人情報など、きちんと管理されているか心配」568 人（25.0%）、「治療成績や

見通しがわかることが、重要だと思う」970 人（42.7%）、「正確な情報や見通しを知るためには、

国全体で実施する必要がある」782 人（34.4%）という回答であった（複数回答有）。 

 

 取り組み①「がん診療を行う病院にがん登録を義務付けたり、支援を行うなどして、がん登

録実施機関を増やす」については、「重要」1,099 人（48.4%）、「やや重要」600 人（26.4%）と

いう結果であった。 

 取り組み②「がん登録についての研修を実施し、的確にがん登録作業をできる人材を育成す

る」については、「重要」968 人（42.6%）、「やや重要」659 人（29.0%）という結果であった。 

 取り組み③「がん登録のデータを地域別、医療機関ごとに公開・活用するなどして、認知度

を増やす」については、「重要」999 人（44.0%）、「やや重要」618 人（27.2%）という結果であ

った。 

 

 上記の 3 つの取り組みのうち、最も優先すべき取り組みについては、取り組み①「がん診療

を行う病院にがん登録を義務付けたり、支援を行うなどして、がん登録実施機関を増やす」が

最も多く 796 人（35.0%）、次いで、取り組み③「がん登録のデータを地域別、医療機関ごとに

公開・活用するなどして、認知度を増やす」622 人（27.4%）、取り組み②「がん登録について

の研修を実施し、的確にがん登録作業をできる人材を育成する」373 人（16.4%）の順であった。 
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 アンケート回答から浮き彫りとなった患者・家族ニーズを加えて完成した分類表を下記に示

す。 

 

図表 3-2-5 「がん登録」分野の構成 

がん対策の

分野 

中間報告書に記載された取り組みの分類 

大項目 

 
中項目 

 小項目 

 
5.  

がん登録 

がん登録

実務者の

確保 

がん登録実務者の育成 

【5-①】 

実務者対象研修の実施 

研修内容の評価 

がん登録

の体制の

整備 

がん登録の実施機関を増

強 

【5-②】 

がん登録のあり方検討 

がん登録の計画と目標設定 

がん登録の質の担保 

【5-③】 

予後調査の推進 

がん登録データの公表 

がん登録の認知度向上策の検討 

中間報告書に記載のある取り組みに該当しない、調査で明らかになった患者・家族ニ

ーズの分類 

 

適切なデータ収集体制作

り 

【5-④】 

国のリーダーシップによる国全体としての

取り組み 

データ収集方法のさらなる検討 

インフォームドコンセントの徹底 

現状の把握 

収集から活用への運用の仕組み検討 

質の向上につながる医療側へのインセンテ

ィブとして診療報酬増 

個人情報の適切な管理 

【5-⑤】 

データ収集元における個人情報の管理徹底

データの活用における個人情報への配慮 

データの活用 

【5-⑥】 

医療現場における活用手法の検討 

患者における活用手法の検討 

がん登録の優先順位検討 

【5-⑦】 
他施策と比しての優先性の検討 
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6）がんの早期発見 

 

 集計表ならびにグラフは図表 5-2-26～図表 5-2-30（P.79～81）に示す。 

  

 「がん検診をきっかけに診断された」との回答は 563 人（24.8%）、「がん検診は自分にとっ

て役立った」747 人（32.9%）、「がん検診が重要であることについて聞いたことがある」1,070

人（47.1%）、「がん検診の受け方や窓口などについて、わかりやすいと思う」186 人（8.2%）、

「個別に自分あてに手紙や電話でがん検診を勧められれば、がん検診を受けたいと思う」476

人（20.9%）という結果であった。「ガイドラインなどで、質の高いがん検診に向けた取り組み

が行われていることを知っている」との回答は 207 人（9.1%）、「がん検診を受けたことがなか

った」は 770 人（33.9%）、「がん検診について、知らなかった」は 16 人（0.7%）であった（複

数回答有）。 

 

 取り組み①「がん検診を受診すべき対象者や実施機関に普及活動を行い、がん検診の効果的

な受診勧奨を行う」については、「重要」1,852 人（81.5%）、「やや重要」250 人（11.0%）とい

う結果であった。 

 取り組み②「がん検診の質を管理し、科学的根拠に基づいたがん検診が受けられるよう推進

する」については、「重要」1,768 人（77.8%）、「やや重要」307 人（13.5%）という結果であっ

た。 

 取り組み③「がん検診についてのガイドラインを整備し、受診者に対してがん検診の限界や

デメリット（不利益）を十分に説明したうえでがん検診を勧めるような体制を整える」につい

ては、「重要」1,524 人（67.0%）、「やや重要」451 人（19.8%）という結果であった。 

 

 上記の 3 つの取り組みのうち、最も優先すべき取り組みについては、取り組み①「がん検診

を受診すべき対象者や実施機関に普及活動を行い、がん検診の効果的な受診勧奨を行う」が最

も多く 1,062 人（46.7%）、次いで、取り組み②「がん検診の質を管理し、科学的根拠に基づい

たがん検診が受けられるよう推進する」530 人（23.3%）、取り組み③「がん検診についてのガ

イドラインを整備し、受診者に対してがん検診の限界やデメリット（不利益）を十分に説明し

たうえでがん検診を勧めるような体制を整える」517 人（22.7%）の順であった。 
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 アンケート回答から浮き彫りとなった患者・家族ニーズを加えて完成した分類表を下記に示

す。 

 

図表 3-2-6 「がんの早期発見」分野の構成 

がん対策の

分野 

中間報告書に記載された取り組みの分類 

大項目 

 
中項目 

 小項目 

 
6.  

がんの早期

発見 
検診受診

率の向上 

がん検診の普及啓発 

【6-①】 

小中学生や未受診者への普及啓発 

認知度向上から行動変容へとつなげる策 

検診実施機関への普及啓発 

普及啓発なお一層の努力 

受診勧奨システムの開発 

現状の把握 

【6-①】 

メタボ検診とのすみ分け把握 

現状把握のための根拠法改正 

職域検診とのすみ分け 

【6-①】 

市区町村や職域それぞれにあった施策検討

市区町村検診と職域検診の連携 

検診の質

の担保 

検診の精度管理の充実 

【6-②】 
 

検診の評価 

【6-②】 

検診の評価のためのデータ整備 

検診評価法の研究開発 

エビデンスに基づく検診

の実施 

【6-③】 

ガイドラインの整備 

限界及びデメリット説明書の整備 

中間報告書に記載のある取り組みに該当しない、調査で明らかになった患者・家族ニ

ーズの分類 

 

検診における経済的負担

の軽減 

【6-④】 

医療保険適用範囲の拡大による対応 

公的補助による対応 

ハイリスク者へのインセンティブ付与 

発見のしやすさによって生じる格差への配

慮 

早期発見につながる体制

強化 

【6-⑤】 

結果フィードバックや治療までのタイムラ

グ軽減 

より効果的な検診方法の検討 

アクセシビリティの向上 

検査における機器の開発 

精神的サポートのできる医療従事者増員 

情報提供の充実強化 

【6-⑥】 

情報の質の担保 

検診における情報の充実 

情報の活用 

【6-⑦】 
診断情報と検診勧奨との情報統合 

制度による勧奨の強化 

【6-⑧】 
検診の義務化 
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Ⅳ. 考察  

 ここでは、それぞれの分野ごとに、中間報告書に記載のある取り組みについての考察、中間

報告書に記載のない取り組みにつながる患者・家族ニーズについての考察、がん対策評価・分

析委員会による総合的な考察の順でまとめる。考察には、「Ⅲ. 結果の概要」にある分野の構成

を示す図表内の ID を記しており、どの結果についての考察であるか分かるようにした。なお、

抜粋したコメントについては、必要に応じて修正した箇所を枠内に示す。 

 

1. 分野 1 放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成 

 

考察１ 中間報告書に記載のある取り組みについて 

 

 本調査は、がん拠点病院という一定の医療の質の担保が期待される施設における調査である

が、「自分の受けた『放射線治療や化学療法』について満足している」回答した人は半数弱にと

どまった12。残りの半数強がどのような理由で満足に至らなかったかについてはさらなる検討

が必要となるが、地域における格差や待ち時間の解消についての取り組みを望むコメントが寄

せられていることから、中間報告書にある放射線療法や化学療法の実施体制の整備をさらに進

めるにあたり、地域格差等の医療へのアクセスに関する問題を解消するための実効性を伴う策

を検討するなどの工夫が必要であると考えられる （P.21 図表内【1-①】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.82～121 参照） 

 放射線療法の出来る病院が近くにない為、毎日、遠くまで通院しなければならない

（ID:A-516） 

 医療機関の格差（地域、設備、治療方法）を少しでも是正するべきと思います（ID:A-569）

 抗がん剤治療時、主治医の診察後に抗がん剤治療室に行き、その場所で 1 時間近く待つ

ため、診察までに待たされ、抗がん剤治療でまた待つといったことでストレスになりま

した。放射線療法では時間が決まっていたため、スムーズに行っていただき、うれしく

思いました。（ID:A-62） 

 放射線療法と化学療法の同時併用治療を受けたが連携を含め総合的に診療体制は整っ

ていると感じた。放射線療法はインフラに依存する面が多いので、様々な制約があると

は思うが、最新設備の各地方拠点への整備をスピードアップして欲しいと思う。

（ID:A-19*） 

*コメントの一部を抜粋

  

                                                 
12 「自分にとって関係がなかった」と回答した人 191 人を除き N=2,082 で計算すると 46.5% 
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 また、「担当医だけでなく複数の専門家が診療にあたっていると感じる」と回答した人の割合

は半数余りにとどまっている。大規模な施設でなくともチーム医療ができる仕組みの検討や、

地域格差の是正、精神面のサポートも配慮したチームでの対応の強化、主治医や治療を担当す

る医師からの十分な説明の実施等に注力したさらなる策の検討も必要とされていることがコメ

ントからうかがえる。（P.21 図表内【1-②】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.82～121 参照） 

 大病院のみならず中程度病院でもチーム医療が出来るように。（ID:A-29） 

 都会の方では医療従事者が多いと思いますが、地方の方にも育成に力を注いでもらいた

い（ID:A-688） 

 内科医、看護師、技師、薬剤師、事務系他、いろいろな職種間の連携をもっともっと強

くして、患者の不安や辛さなどをいくらかでも緩和してほしい。また専門的な言葉を誰

が聞いてもわかりやすく説明できるよう全職種が力を身につける必要があると思う。

（ID:A-423） 

 がん患者及びその家族は大きなストレスにさらされる。チーム医療を考える時、腫瘍精

神科の専門家の積極的な関与をはじめとしたメンタルサポートを能動的に行ってもら

いたい（ID:A-592*） 

 はっきりとした説明で、治療方針も最善の方法を検討して頂いた様で、本人・家族も納

得し、治療方針を託しました。やはり、良い事も、悪い事もはっきり伝えて頂き、それ

に対しての対策が重要で、Pt**本人も安心できると思います。（ID:A-31） 

 私も初めての放射線をうけたもので、心配と不安がいっぱいでした。もっと本人が納得

するような説明がほしかったと思います（ID:A-287） 

*コメントの一部を抜粋

**Pt=患者

 

 本調査においては、新薬の開発や審査体制の見直しに関して、優先的に行う取り組みである

と回答した人が半数を超え、ニーズが高いことが示唆された。ただし、「海外で承認されている

が日本ではまだ承認されていない抗がん剤があるために困った」あるいは「他の効能で承認さ

れているが自分の治療では使用できない抗がん剤があるため困った」と回答した人は共に 10%

未満であることから、ドラッグ・ラグについての話題がメディア等において取り上げら得る機

会が多いことが、最も優先的に行う取り組みであると回答した人数に影響している可能性も否

定できない。今後、取り組みについての優先度を検討する際は、その点についてさらなる分析

が必要であると考えられる。（P.21 図表内【1-③】に対応）。 
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上記に関連するコメントの抜粋（P.82～121 参照） 

 新薬の開発・審査体制を見直して、今現在の化学療法では治せないがんも治せるように

なってほしい。急いでもらいたい課題のひとつだ。ひとりでも多くのがん患者さんの命

が助かるようになってもらいたい。（ID:A-342） 

 海外では承認されているのに日本では使えない抗がん剤が多いし、がんの種類によって

使えない薬も多すぎる。早く保険がきいて使えるようにしてほしい。（ID:A-181） 

 海外で承認されて日本ではまだ承認されていない抗がん剤を使用のため、高額で輸入さ

れている方も多いと聞きます。新薬の開発・審査体制の見直しも必要と思います。

（ID:A-90） 

 日本では新薬の開発に対して審査機関*があまりにも長く、資金が多大と聞いたり、テレ

ビで見たりしていますが、よい新薬が開発されても患者に届かず、間に合わない不安を

感じます。（ID:A-331） 

*「期間」を文脈より「機関」と読み替え

 

考察２ 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みへのニーズについて 

  

 新たな取り組みへのニーズとして、治療における経済的負担の軽減につながる取り組みを求

めるコメントが見られた。精神的・身体的な痛みの軽減策の検討についてもニーズが明らかに

なっている。治療を通して、患者の抱えるさまざまな負担の軽減に関わるさらに具体的な取り

組みが求められていると言えよう。また、治療のリスクや限界、治療成績などの情報提供を充

実強化するというニーズも明らかになっている（P.21 図表内【1-④】、【1-⑥】、【1-⑦】、【1-⑧】

に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.82～121 参照） 

 金銭面の負担が大きく、途中でやめようかとも考えた。（ID:A-749） 

 化学療法の抗がん剤が高価であり、職を失うと治療が続けられない恐れがある。推進・

育成より医療費を先に何とかしてほしい。（ID:A-439*） 

 化学療法での治療では個人差もあるが、副作用が強いので、精神的につらい面がある。

特に吐き気が。（ID:A-743） 

 化学療法の過程でおこる副作用の軽減の研究をして欲しい。（ID:A-23） 

 各分野において、地域の実績を公表してもらいたい。（ID:A-195） 

 医師に対する教育、研修も必要だが、治療のリスク、副作用、確率など（治療しない時

の可能性）をもっと一般的に広く市民が理解するような仕組みがもっともっとあるべ

き。（ID:A-390*） 

*コメントの一部を抜粋
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----------------------------------------------------------- 

 

がん対策評価・分析委員会による総合考察 

 

1. 放射線療法及び化学療法を行う部門の整備や医療従事者の育成を進める際は、数を増やす

ことにとどまらず、質の担保の観点からの取り組みが求められている。 

2. 部門の整備や医療従事者の育成に関する取り組みを検討する際、今回の調査でも地域格差

の解消等、いくつかのポイントが明らかになった訳であるが、現況と需要とのギャップが

いまだ不明な部分もあるので、それらを把握しつつ進める必要がある。 

3. 治療における経済的負担の軽減についてのニーズが明らかになったが、今後は、例えば、

がん医療の質が担保されるのであれば患者自身がどこまでの負担を許容できるかといった

負担論や財源論等の議論を含め、より現実的で具体的な対策を検討する必要がある。 

4. 患者が有効に活用できるデータの整備に関する取り組みも必要である。放射線療法や化学

療法の内容や副作用についての情報をいかに個々の患者に提供するかが課題である。 
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2. 分野 2 緩和ケア 

 

考察１ 中間報告書に記載のある取り組みについて 

 

 本調査においては、「『緩和ケア』の意味を十分知っていた」と回答した人は 22.7%であり、

「医師と『緩和ケア』について話し合った」と回答した人は 12.9%にとどまった。また、実際

に「自分の受けている『緩和ケア』に満足している」と回答した人は 13.3%である。回答者に

緩和ケアを受ける希望があったかについては聴取していないが、治療の初期段階から痛みを緩

和するという考え方に基づくと、緩和ケアの認知度や実際にケアを受けた人の割合は多いと言

えず、サービスがいまだ充分に行き届いていない可能性もあり、医療従事者及び患者や家族へ

の認知や理解の普及の必要性が示唆される。コメントからも、がん診療に関わる医療従事者が

緩和ケアについての知識を得ることについてのニーズが明らかとなっており、緩和ケアに関わ

る医師や医療従事者の育成についての取り組みの重要性が示されている。中間報告書にあるよ

うに、緩和ケアチームや地域ネットワークよる緩和ケアの提供へのニーズも示されており、そ

の体制が整うことが患者・家族のニーズにあった緩和ケアの提供につながると考えられる（P.23

図表内【2-①】、【2-②】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.122～154 参照） 

 がん診療に関わる医師、看護師、薬剤師が基本的な知識を持つだけでも患者にとっては心

強く、治療に取り組むことができると思いますが・・・。（ID:B-319） 

 医師の緩和ケアに関する意識にバラつきがあり、外来診療でもその心をもって接して欲し

い（ID:B-451） 

 ホームドクター的、地域に根付いた医師が緩和ケアについて、ある程度の知識をもてるよ

う教育機関が働きかけて欲しいと思う（ID:B-240） 

 現病院には、ケア体制があるのかないのか分からない状態ですので、はっきり分かるよう

な、緩和ケア体制に取り組んでもらいたい。（ID:B-129） 

 複数の職種の方がいてくれたら、話しやすいと思う。（ID:B-193） 

  

 医療用麻薬については、適正に使用するための取り組みを推進する施策といった、中間報告

書にある使用状況のモニタリングについての取り組みのさらに先にある取り組みについてのニ

ーズが示された。（P.23 図表内【2-③】に対応）。 
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上記に関連するコメントの抜粋（P.122～154 参照） 

 日本の医師の緩和ケアについての知識、麻薬の使用量について、まだまだ研究していか

ないといけないと思う。使用量はまだまだ少ないように思われる。早くすべての医師が

痛みに対しての麻薬量を考えて、痛みをしっかり取ってもらいたいと思う（ID:B-135）

 麻薬に対する偏見を取り除くために、キャンペーンや啓蒙活動をして欲しい（ID:B-296）

 医療麻薬の適正使用や緩和ケアについて、知らない医師が多すぎる（ID:B-310） 

 麻薬の取り扱いに関することや誤解は医療者のほうが強いと感じる（ID:B-545） 

 

考察２ 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みへのニーズについて 

 

 アンケート調査結果からは、緩和ケアについて、「痛みなどの身体的症状のみを対象と思って

いた」と回答した人は 18.8%、「終末期の患者だけを対象とすると思っていた」は 39.3% 、「治

療と並行ではなく、単独で行われるものと思っていた」は 21.1%となっており、治療の初期段

階から、身体的、精神的な痛みを緩和するという考え方の理解の普及は十分であるとは言えな

い。コメントからは、緩和ケアの考え方の浸透に加え、家族を含む心のケアの更なる充実や初

期からの緩和ケアの実施など、緩和ケアの具体的な提供内容を向上させるための策についての

ニーズが明らかになっている（P.23 図表内【2-⑤】、【2-⑦】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.122～154 参照） 

 緩和ケア＝末期のイメージが強く、自分や周囲も十分理解できていない。社会により多

くの情報が伝わるようにしてほしい（ID:B-721） 

 「緩和ケア」について、あまり聞いたことがない。入院した時、このような話は聞いた

覚えない。（ID:B-633） 

 ガンと初めて診断された時点で、『緩和ケア』の内容を患者に伝えてもらえるとよかっ

た。ずっと痛みを我慢していて、痛みのひどい時だけ医師から処方してもらっていた

（ID:B-19） 

 研修を受ける、緩和ケア体制を整えることも重要ですが、入口への力をもっと入れるべ

きだと思います（ID:B-241） 

 体に傾きがちな従来のケアを心の辛さを重点に患者と家族双方に提供していただきた

い（ID:B-489） 
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----------------------------------------------------------- 

 

がん対策評価・分析委員会による総合考察 

 

1. 緩和ケアについての正しい理解が患者・家族にも医療者にも浸透するような策が求められ

ると同時に、実際に望まれる緩和ケアが提供できるような体制の整備も必要である。 

2. そのためには、現状の医療従事者向けの研修の取り組みは引き続き重要となるが、がんの

治療と並行して治療初期からの緩和ケアが実施できるような体制など、患者や家族のニー

ズにあった、早期から緩和ケアを提供できるための仕組みを整備する施策が求められてい

る。例えば、広くがんに関わる医療従事者が参加する学会等と共同で緩和ケアの理解と啓

発のためのプロジェクトを行うこともよいのではないか。 

3. 医療用麻薬を適正に使用することで十分な疼痛コントロールを得ることの重要性といった、

身体面の緩和ケアについての更なる充実はもちろんのこと、家族を含めた精神的なケアの

充実も求められている。緩和ケアの内容について、その質をより高めるための策が必要で

ある。 
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3. 分野 3 在宅医療 

 

考察１ 中間報告書に記載のある取り組みについて 

 

 本調査においては、「『在宅医療』を受けたいと思ったことがある」と回答した人は 15.7%に

とどまった。回答者の属性を考慮すると、治療を開始したばかりでまだ在宅医療を検討する段

階にいる人が少ないことも予想されるが、「医師と『在宅医療』について話し合った」と回答し

た人は 4.9%にとどまっており、受けたいというニーズを持つ人の数と実際に話し合った経験の

ある人の数にギャップが存在する。中間報告書にあるように、在宅医療の提供体制や連携の強

化に関する取り組みが求められていると言える。具体的に、急に具合が悪くなった時の対応や

単身者の在宅医療への対応、在宅医療を提供する医療機関の不足を解消するための策について

のニーズがうかがえるコメントが見られ、安心して希望する時に在宅医療を選べるよう、在宅

医療の提供体制を整えておく必要があると考えられる。（P.25 図表内【3-①】、【3-②】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.155～180 参照） 

 田舎では病院が遠くて無い為、在宅医療が出来ない（無医村地区）（ID:C-207） 

 在宅医療を受けたくても選択できるものがなかったり、選択肢が限られていたりとまだ

まだ在宅医療を安心して受けられる状態ではないと思う（ID:C-321） 

 病院、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、そして緩和ケアの連携と、患者に

安心感を与える支援体制作り（ID:C-610） 

 病院と診療所との連携をすすめてほしい。特殊な治療以外は、できれば近所のかかりつ

け医に診てもらいたい。在宅で急に具合が悪くなり（特に夜）、かなり不安だった。電

話でとりあえずの対処法、もしくは夜間診療を受けるべきかの判断を相談できるような

システムがあると助かります（ID:C-485） 

 ひとり暮らしの人の在宅医療はどうなるのか。（ID:C-174） 

 病院や医療機関は治療が手いっぱいの感あり。医師やスタッフの心労も大きいと感じ

る。別の機関によるコーディネート機能を期待したい。（ID:C-415 ） 

 勤務医と地域医療者との交流。地域医療者の意識改革（ID:C-487*） 

 人員不足は理解できないわけではないが、本人のデータを大病院、個人病院、介護施設

等で共有し、ネットワークを最大限利用すべきである（ID:C-59） 

 他の医療機関と連携してカルテの共有化をしっかりしてほしいです。（ID:C-12） 

*コメントの一部を抜粋
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 在宅医療の質を強化するための仕組みを検討する際には、必ずしも、在宅での看取り率のみ

を参考にするのではなく、在宅医療を望むものがどれだけいるのか、在宅医療を提供する体制

がどれだけ整っているのか等、現状の把握が重要であることが示されていると考えられる。ま

た、どの程度まで在宅医療が進んでいるかという点を評価した結果を開示することも求められ

ている（P.25 図表内【3-③】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.155～180 参照） 

 在宅医療のレベルも地域差があると思いますが、どの程度まで望めて、国は考えている

のか知りたいです（ID:C-132*） 

 現在の時点で本当に在宅医療が可能かどうか、しっかり見極めることが大切だと思いま

す（ID:C-240） 

 全ての患者が利用できるわけではないので、考える点、見直す点は多くあると思う

（ID:C-249） 

 在宅医療は患者全てが望んでいるかどうかを考えて下さい（ID:C-390） 

 連携体制を強くすることは重要と思われるが、それがどこまで進んでいるのか見えてこ

ない。どこで進んでいるか知らせてほしい（ID:C-486） 

*コメントの一部を抜粋

 

考察２ 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みへのニーズについて 

 

 アンケート調査からは在宅医療に関する経済的負担の軽減策に関するニーズが明らかになっ

た。中でも、在宅医療では、医療保険のみならず介護保険での対応が必要となることが考えら

れる。また、コメントからは、患者が家族の負担をおもんばかって在宅医療を選択しない場合

のあることが明らかになっているため、家族の負担の軽減につながるような取り組みについて

のニーズもあると考えられる。（P.25 図表内【3-④】、【3-⑤】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.155～180 参照） 

 在宅医療の費用が心配。保険が適用されるのか。入院だと保険申請できるのは分かって

いるが。（ID:C-358） 

 在宅医療を受けることは家族の負担が大きいように感じています。家族が通院しやすい

病院やホスピスでの終末を私は望んでいます（ID:C-291） 

 自分だったらどっちを選ぶかと言ったら、迷う所です。家族ならできるだけ在宅で、で

きるかぎり手を貸したいと思いますが、自分だったら家族に迷惑かけたくないと思い、

不思議な所です。（ID:C-477） 
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 在宅では高齢化が進み、看護はたいへんになってきています。本人もたいへんです。そ

れに家族にもストレスが重なり、本人よりも先に倒れるのではないかと心配です。それ

を話せる場所や人がいないと将来が不安です。医療費のことばかりの話で進められ、家

族や本人のことは考えられていないのではと感じます。（ID:C-185） 

 

----------------------------------------------------------- 

 

がん対策評価・分析委員会による総合考察 

1. 在宅医療の分野については、「がん医療」という枠を超えた課題がある。施設完結型の医療

から地域完結型の医療への転換期である今、医療全体の抱える課題として、高度医療機関

から地元の医師へつなげる仕組みの検討が、がんの領域においても必要とされている 

2. 在宅医療を望む時に安心して選択できるように提供体制や連携の強化とともに、障壁とな

る要因の解明とその解決策が求められる。その際には、単身の高齢者が増加している現状

に鑑みて、介護支援の充実と共に、必ずしも自宅という訳ではなく、介護施設なども視野

に入れた検討が必要といえる。患者のニーズを洗い出し、実現可能性との折り合いをいか

につけるかが課題である。 

3. 在宅医療における家族の負担を軽減する策を検討する必要がある。その際は、高齢の介護

者の問題（いわゆる老老介護）など、社会学的側面についても考慮する必要がある。 

4. 医療保険と介護保険を切れ目なく活用できる環境における、経済的負担を軽減するための

策が求められる。 
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4. 分野 4 がん医療に関する相談支援及び情報提供 

 

考察１ 中間報告書に記載のある取り組みについて 

 

 本調査は拠点病院の患者・家族が対象となっているが、拠点病院での設置が必須となってい

る相談支援センターを認知している者は回答者の約半数にすぎない。また、実際に相談支援セ

ンターを利用した人は全体の 13.8%であった。相談支援センターを認知している人数と実際の

利用者とに差がある要因については本調査で明らかにするものではないが、相談支援センター

に対してニーズがあることは回答者のコメントにおいても示されている。今後は相談支援セン

ターのさらなる充実につながる取り組みと共に、がん医療全体を通しての連携や相談支援セン

ターの利用につながる取り組みが期待されていると言えよう（P.27 図表内【4-①】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.181～208 参照） 

 健康時にがん支援センター等あることも知らなかった。がんになって相談するセンター

で情報提供が受けられること、心強く感じる。（ID:D-54） 

 相談を受ける人は突っ込んだ内容になると、主治医に相談してくださいというのでは無

責任だと思う。間を取り持つくらいの責任感ある相談の受領でないと意味がない

（ID:D-395） 

 さまざまな機関に連絡したが、聞いてはいただけるが答えが出ない。相談をしっかりで

きる医師と話ができない(ID:D-259) 

 がん診療連携拠点病院での治療を受けていますが、「がん相談支援センター」を利用す

ることなく、担当医のみへの相談に終わっていますので、「がんに関する相談支援及び

情報提供」を気軽に受けられるような方法を考えていただきたい。（ID: D-124） 

 患者から情報提供を申請発信するのではなく、治療の流れの中に組み入れて、より安心

感がもてるような環境整備が大切であると思っている（ID:D-490） 

 相談に行くにはその場所に行かなければいけない。そこにいるだけで「がん」だとばれ

てしまう。誰にも知られたくない人にとってはとても行きづらい。いろいろと聞きたく

ても・・・。（ID:D-123） 

 

 

 また、がん医療に関する情報について、自分の受け取った情報に満足している人は 15.8%に

とどまっている。中間報告書にあるように、がんについてのパンフレット等の情報提供ツール

のさらなる充実と共に、信頼性のある情報が提供されるよう、情報の質を担保する取り組みが

求められている（P.27 図表内【4-②】、【4-③】に対応）。 
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上記に関連するコメントの抜粋（P.181～208 参照） 

 今、通院中の病院内に相談支援用の小冊子が無料で置かれており、それを手に取り少し

ずつ心の支えになっている（ID:D-88） 

 インターネットでガン患者のブログを見ると、かなり動揺した。知りたい欲求と不安や

恐怖を与える情報は知りたくないという気持ちが入り交じっている。正確で客観的、信

頼の出来るインフォメーションをどこで手に入れられるのか知りたい(ID: D-75) 

 情報をインターネットで知ることができるけれど、一番信頼してよいと思われる情報を

決めるのが、少し困難でした（ID:D-258） 

 

考察２ 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みへのニーズについて 

 

 新たに期待される取り組みとして、地域による情報の格差の解消などを含め、提供する相談

支援及び情報提供の質を向上させ均てん化するというニーズや拠点病院に設置されている相談

支援センターや国立がん研究センターの「がん情報サービス」の認知を向上させる取り組みに

関するニーズが明らかになった。患者・家族ニーズや課題をさらに洗い出し、そのニーズに合

わせて相談支援及び情報提供サービスを届けるために、さらに中身に踏み込んだ議論を経て取

り組みを検討することが必要といえよう（P.27 図表内【4-④】、【4-⑤】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.181～208 参照） 

 地域で情報や治療に差がないようにして欲しい（ID:D-218） 

 都道府県や病院によって情報や情報量が違うし、同じように提供してもらえるようにし

て欲しいです（ID:D-14） 

 ほとんどの患者はそういった支援サービスがあることを知らない。きちんとした取り組

みや相談支援があるなら知らせる病院の改善が絶対必要である。（ID:D-205） 

 最初、国立がんセンターの情報サービスを知らなかったので、いろいろな情報に惑わさ

れました。ぜひテレビのコマーシャルなどで周知をして欲しい（ID:D-502） 

 

----------------------------------------------------------- 

 

がん対策評価・分析委員会による総合考察 

 

1. この分野では現状、相談支援センターやセンターにおける情報支援など、狭義の「相談支

援及び情報提供」に関する取り組みが中心となっている。相談支援と情報提供の取り組み

は、患者や家族、国民ががんに向き合う際に欠かせない支えであり、がん医療を含めすべ

ての施策分野に共通して必要とされるテーマであるため、がん医療全体の底上げを意識し
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て、広義の「相談支援及び情報提供」としてとらえ、横断的・連続的な視点で実施する必

要がある。 

2. がんの診療や療養全般を通して連続性のある相談支援・情報提供が求められている。患者

や家族が必要な時に困難なく相談支援を受けられたり、信頼できる情報を活用できるよう

に、相談支援センターにおける支援や情報提供につなげていく仕組みが求められる。相談

支援センターについては、その設置や人員の強化についての取り組みはもちろんのこと、

認知度の向上やアクセスしやすさの改善、地域格差の是正など、現状より一歩進んだ具体

策の議論が求められている。どのようにすれば個々の患者家族が必要とする時に相談支援

センターにつながるのか、患者家族が相談したい事柄について相談を受けることのできる

スタッフをいかに育て配置するか、等の課題を克服する必要がある。 

3. 情報提供については、パンフレットの充実等、相談支援センターにおける情報提供の充実

は勿論のこと、がん診療全体を通して質の担保された情報を患者や家族が得ることができ

るようにするための取り組みが必要である。 

4. 診断からの経過時間やがんのステージ等、患者の置かれている状況によって相談支援や情

報提供に関するニーズは様々である。そのニーズを洗い出し整理することにより、相談支

援及び情報提供をさらに充実させることも重要である。 
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5. 分野 5 がん登録 

 

考察１ 中間報告書に記載のある取り組みについて 

 

 本調査においてはがん登録を「知らなかった」と回答した人は約半数であり、「『がん登録』

の意味を知っていた」と回答した人は 8.6%にとどまっている。がん登録の認知や取り組みへの

理解は高いとはいえず、中間報告書にある通り認知度向上にむけたさらなる検討が求められて

いると言えよう。がん登録データの公開や活用によって、がん登録への理解・協力や支援を広

め、がん登録の整備と質の向上につながることが期待される（P.29 図表内【5-③】に対応）。 

  

上記に関連するコメントの抜粋（P.209～229 参照） 

 登録の必要性の意味が余り良くわからない（ID:E-33） 

 がん登録はどこにするのかも分かりませんから、良いも悪いも改善策など考えられませ

ん（ID:E-209） 

 治療の評価など、今後のがん治療に役立ててもらうことは大切なことだと思います。「が

ん登録」というのは初めて知りましたので、もっと調べてみたいと思います（ID:E-262）

 自分のデータが未来の同病者に役立つと思うと、社会貢献の一つとして嬉しく思います。

ただデータを蓄積するだけでも将来的に何かに役立つことがあるかも知れません、と思

います（ID:E-323） 

 がん登録の意義が理解されていない。もっと啓発し、重要性をアピールし、ひとりひと

りが関心を持つことが大事。（ID:E-341 ） 

 

 また、がん登録の実施機関やがん登録実務者については、その数を増やす策が重要と考えら

れるだけでなく、がん登録の在り方や実務者育成方法についてさらなる検討を行った上で進め

て行くことが重要であることが示唆されている。（P.29 図表内【5-①】【5-②】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.209～229 参照） 

 より正確なデータを取るためには、多くのデータが必要なので、実施機関を増やしてほ

しい（ID:E-467*） 

 まだまだ浸透されていないと思います。どれだけの医療従事者がその重要性を説明でき

るのか、少なくとも私は説明を受けていません。そこが問題だと思います。どのタイミ

ングで「がん登録」を説明して頂けるのか、それもよくわかりません。診断＝告知を受

けた時に説明と登録の意味を説明して下さい。（ID:E-440） 
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 がん登録を行う人の人材育成が大切だと思う。その人材が中途半端だったら、おそらく

うまくいかないと思う。その体制がきちっとできてこそ、次へ進めることができると思

う。（ID:E-194） 

 登録に携わる人の資格を厳格に（ID:E-411*） 

*コメントの一部を抜粋

 

考察２ 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みへのニーズについて 

 

 アンケート調査に寄せられたコメントからは、患者ががん登録のデータを活用する手法の検

討や医療者側が活用する手法の検討についてのニーズが明らかになっている。ただ単にがん登

録の認知度を上げるだけではなく、がん登録を行っていることによる利点を示すことが求めら

れていると言える。また、収集される個人情報の適切な取り扱い等の取り組みへのニーズや、

より効果的なデータ収集・活用に向けてその体制を整えるための取り組みへのニーズも明らか

になっている。がん登録を実施する上での具体的な策や、国がリーダーシップをとり国全体と

してがん登録に取り組むことのニーズも明らかになった（P.29 図表内【5-④】、【5-⑤】、【5-⑥】

に対応）。 

  

上記に関連するコメントの抜粋（P.209～229 参照） 

 非常に意義のある取り組みだと思うが、公開・活用されなければ意味がない。ドクター

だけでなく、患者にも公開できる範囲で公開するべきだ。数字だけでなく、具体的な内

容を公開した方が良い。（ID:E-421） 

 臓器別、治療法別、治療開始時年齢別、病理組織別、進行期別に正確な 5 年～10 年生存

率を出せる、利用できるシステムを作ること（ID:E-502）。 

 地域や医療機関により、治療成績に大きな差が出ることは長期的には好ましくない。登

録だけで、ただそれを集計、発表しているだけでは特定の地域や病院に患者が集中し、

他の病院では経験が得られず、悪循環に陥るのではないか。各症例の登録だけではなく、

レビューやフォローアップを行うことで全体の底上げを目指すべき（ID:E-353） 

 登録されたデータを同じがん治療のため利用されるのはよいが、個人情報の取り扱いに

心配がある（ID:E-59） 

 国民の 3 人に 1 人はがんになる状態では、全国的な取り組みとして行うことが必要だと

思います。そうした取り組みの中から新たな発見や有用な情報が見えてくることもある

のではないでしょうか。患者・医療者・行政の 3 者が協働していくことがとても重要だ

と思います。（ID:E-140） 
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----------------------------------------------------------- 

 

がん対策評価・分析委員会による総合考察 

 

1. がん登録の意義、目的、データの活用手段についての理解が十分でないために認知度が低

いと考えられる。がん登録はがんに関する基本情報を集約するところに目的があり、研究

や臨床の基盤となるものである。例えば、がんの治療法の標準化を行い全体としての医療

水準を高めるため、がん種別の罹患率の増減や地域差などを知りがん対策に役立てるため

等、がん登録を行うことによる利点を明確に示す必要がある。 

2. また、がん登録の目的がより明確になれば、それにどれだけのコストをかければよいか、

誰がどのような情報を集めるか、集めた情報をどのように共有・分析し役立てることがで

きるか、地域ごとに集約すれば十分か、そうではなく国全体で統一した登録制度をとる方

がよいか等々、がん登録に関する取り組みを検討する上で重要な点がより明確になると考

えられる。 

3. 医療情報はセンシティブなものであり、個人情報の適切な管理はきわめて重要である。個

人情報の保護にむけた体制がどのように構築されているかについての理解の推進につなが

る取り組みが求められる。 
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6. 分野 6 がんの早期発見 

 

 

考察１ 中間報告書に記載のある取り組みについて 

 

 本調査では「がん検診が重要であることについて聞いたことがある」と回答した人が 47.1%

と約半数となっている。早期発見につながるがん検診の重要性を伝えるためには、ひきつづき

がん検診の普及啓発を行うことが有意義であると考えられるが、「がん検診の受け方や窓口につ

いて、わかりやすいと思う」と回答した人は 8.2%にとどまっていることや、実際にがん検診を

受診するという行動変容につながる策へのニーズを示すコメントも見られることから、がん検

診の PR に注力するのみならず、実際に検診の受診につながるための受診勧奨施策を検討し、

実施することが重要であること示されている。（P.31 図表内【6-①】に対応） 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.230～270 参照） 

 早期発見が大切だということは、普及活動などで知っている方も多いと思います。です

が、自分は大丈夫…と思い、検診を受けない方がほとんどだと思いますので、検診へ促

せるようなことが必要だと思います。（ID:F-777） 

 がん検診の過剰受診などが言われ始めていますが、反面、検診を受けない人も多いのも

事実です。まず始めに、検診を受けることの重要性を広めることが大切だと思います。

（ID:F-862） 

 がん検診の受診勧奨が一番大事ですが、要は本人次第ですので、そこのところをどのよ

うにして背中を押してあげるかが難しいことだと思います（ID:F-277） 

 例えば、家に TEL や手紙が来たとしても、仕事が忙しかったり、その他でなかなか病院

や検診に行く人が少ないと思います。職場や地域等でもう少し活発に受診や検診の声掛

けを行うなど、何かもっと行こうと思うような方法を考えなければならないと思います

（ID:F-214） 

 検診のための時間がとりにくい（仕事のため）、職場の啓発が必要（ID:F-79） 

 

 ガイドラインなどで質の高いがん検診に向けた取り組みが行われていることを知っていた人

は 9.1%にとどまっていることから、その取り組み自体の認知度は高くはなく患者にとって身近

なテーマではないことが示唆されるが、がん検診の質を担保する取り組みへのニーズはコメン

トに表れている。精度管理を進めることで地域や施設間で検診の質の格差を生まない取り組み

や、適切かつ丁寧な情報提供を実施することで、検診についての正しい理解や知識の普及に向

けて取り組むことが求められている（P.31 図表内【6-②】、【6-③】に対応）。 
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上記に関連するコメントの抜粋（P.230～2709 参照） 

 がん検診の精度管理には不安を感ずる。精度が担保されなければ検診を受けても意味が

ない。まずは精度管理と、成果を踏まえた科学的根拠に基づいたがん検診とすることが

重要だと思われる（ID:F-2） 

 地域で行なうがん検診で見落とされ、翌年に自分で異常を感じ病院での検査でがんと診

断されました。地域で行なう検診がどこまで正確に診てもらえるのか疑問です。がん検

診の質を高めて欲しいと思います（ID:F-433） 

 県、地方自治体のばらつきがないよう指導してほしい（ID:F-75） 

 早期発見についての最新情報が医療機関においてスピーディーに伝達され、最善の取り

組みができればよいと思います（ID:F-159） 

 検診で見逃される例などについて深く追究し、対策を講じてほしい。（ID:F-662） 

 がん検診の限界やデメリットを十分認識し良いことだけを教示するのではなく、先の２

点を説明し受診者の認識を啓もうすることはとても重要だと思います。（ID: F-37） 

 

考察２ 調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みへのニーズについて 

 

 本調査においては、より受診しやすい検診の実施体制に関するニーズや、がん検診について

の情報提供を強化することへのニーズも明らかになった。がん検診の普及啓発と並行して、実

施体制をさらに充実させることが求められていると言える。また、経済的負担の軽減に関する

取り組みへのニーズも明らかとなった。現状で提供されているエビデンスのある集団検診のう

ち、自己負担があるがん検診とないがん検診があるが、自己負担のあるがん検診についての負

担のあり方が検討される必要がある。また、人間ドックによるがん検診など、自費が主体のが

ん検診については、科学的根拠に鑑みその必要性とあわせて経済的負担の軽減策の検討も求め

られている（P.31 図表内【6-④】、【6-⑤】【6-⑥】に対応）。 

 

上記に関連するコメントの抜粋（P.230～270 参照） 

 がんの早期発見は、がん病死による社会的損失を減ずるためにもたいへん重要です。そ

のためにも、早期発見の社会システム（制度）づくりと共に、早期発見の機能、能力を

高める新しい原理の機器の開発も重要ではないかなと思います。（ID:F-356） 

 情報が多すぎるのも困るので、本当に効果のあるものを発信してほしい。必要・不必要

の議論ばかりで結果がはっきりしないうちに発信してしまうこと（ID:F-605） 

 がん検診を受けたくても検診費用が高額なものがある為、みんな平等に検診が受けられ

るように国から補助して欲しい（ID:F-275） 
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----------------------------------------------------------- 

 

がん対策評価・分析委員会による総合考察 

 

1. がん検診の普及啓発を促進し、より効果的に検診を実施するための体制作りは今後も引き

続き行うべき課題であると考えられる一方で、がん検診の体制整備に加え、検診の意義・

必要性の分かりやすさや受診へつなげる動機付け支援、経済的理由による阻害要因の軽減

など、利用者視点の改善がより一層重要である。 

2. 早期発見に効果的につなげるためには、実施する検診自体の質を向上させることも不可欠

である。既に実施されている評価体制の整備やガイドラインの整備は重要な要素となると

考えられる一方で、検診の精度や実施の適切性に対する懐疑や情報の優先順位付けの要望

が挙げられている。効果が実証される検診受診を促し，効果が不明確な検診の促進を行わ

ないなど普及啓発との連携を確立することも重要な課題である。 

3. 「受診率向上」という枠組みのみではなく、早期発見という枠組み、ひいては死亡率の低

減、QOL（生活の質）の向上などの視点で対策を検討することも重要である。検診の実施

方法改善や義務化など制度との連携、検診結果のフィードバックの充実、検診から治療ま

でのタイムラグの軽減などといった取り組みを検討することが、早期発見による生存率の

向上という成果につなげていく上で重要であると考えられる 
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7．まとめ 

 

 本調査は、がん患者と家族の声を集め、がん患者と家族にとって真に必要な施策を確認し、

継続すべき事業や新たな課題等について検討する際の根拠を明らかにすることを目的として実

施した。 

  

 「分野 1 放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成」について、中間報告書

に記載のある取り組みに関しては、現在行われている放射線療法や化学療法の実施体制の整備

をさらに進めるにあたり、地域格差等の医療へのアクセスに関する問題を解消するための実効

性を伴う策を検討するなどの工夫が期待されていることが示された。チーム医療体制の充実、

抗がん剤等の医療品が早期に使用できるようにするための新薬の開発・審査体制の見直しが期

待されていることも示された。 

 また、調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、治療における経

済的負担や精神的・身体的な痛みの軽減策へのニーズが明らかになっており、治療を通して、

患者の抱えるさまざまな負担の軽減に関わるさらに具体的な取り組みが求められている。また、

治療のリスクや限界、治療成績などの情報提供を充実強化するというニーズも明らかになって

いる。 

 なお、がん対策評価・分析委員会による総合考察であげられたのは主に下記の点である。 

 放射線療法及び化学療法を行う部門の整備や医療従事者の育成を進める際は、数を増やす

ことにとどまらず、質の担保の観点からの取り組みが求められている。 

 部門の整備や医療従事者の育成に関する取り組みを検討する際、現況と需要とのギャップ

がいまだ不明な部分もあるので、それらを把握しつつ進める必要がある。 

 

 「分野 2 緩和ケア」について、中間報告書に記載のある取り組みに関しては、緩和ケアに

関わる医師や医療従事者の育成、緩和チームや地域ネットワークによる緩和ケアの提供へのニ

ーズが示されており、その体制が整うことが患者のニーズにあった緩和ケアの提供につながる

と考えられる。また、医療用麻薬については、適正に使用するための取り組みを推進する施策

へのニーズが示された。 

 また、調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、治療の初期段階

から身体的・精神的な痛みを緩和するという緩和ケアの考え方の浸透に加え、家族を含む心の

ケアの更なる充実や初期からの緩和ケアの実施など、緩和ケアの具体的な提供内容を向上させ

るための策などへのニーズが明らかになった。 

 なお、がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは主に下記の点である。 

 緩和ケアについての正しい理解が患者にも医療者にも浸透するような施策が求められる。 

 がんの治療と並行して治療初期からの緩和ケアが実施できるような体制など、早期から緩
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和ケアを提供できるための仕組みを整備する策が求められている。 

 

 「分野 3 在宅医療」について、中間報告書に記載のある取り組みに関しては、希望する際

に安心して在宅医療を選択できるよう、在宅医療の提供体制や連携の強化に関する取り組みに

加えて、急に具合が悪くなった時の対応策や在宅医療を提供する医療機関の不足の解消策への

ニーズが示された。また、在宅医療の質を評価するための仕組みを検討することへの期待に加

えて、どの程度まで在宅医療が進んでいるかという評価の結果を開示することも求められてい

ると考えられる。 

 また、調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、経済的負担の軽

減策に関するニーズがある。中でも、在宅医療では、医療保険のみならず介護保険での対応の

必要性が示された。また、家族の負担の軽減につながるような取り組みについてのニーズもあ

ると考えられる。 

 なお、がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは主に下記の点である。 

 在宅医療を望むときに安心して選択できるように提供体制や連携の強化とともに障壁とな

る要因の解明とその解決策が求められる。 

 在宅医療における家族の負担を軽減する策を検討する必要がある。 

 

 「分野 4 がん医療に関する相談支援及び情報提供」について、中間報告書に記載のある取

り組みに関しては、拠点病院に設置されている相談支援センターの充実につながる取り組みと

共に、がん医療全体を通しての連携や相談支援センターの利用につながる取り組みが期待され

ている。また、がんに関する情報についてはさまざまながんに関する情報の充実とともに、信

頼性のある情報が提供されるよう、情報の質を担保する取り組みが求められている。 

 また、調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、地域による情報

の格差の解消などを含め、提供する相談支援及び情報提供の質を向上させ均てん化するという

ニーズや拠点病院に設置されている相談支援センターや国立がん研究センターの「がん情報サ

ービス」の認知を向上させる取り組みに関するニーズが明らかになった。 

 なお、がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは主に下記の点である。 

 相談支援と情報提供の取り組みは患者や家族、国民ががんに向き合う際に欠かせない支え

であり、がん医療も含めすべての施策分野に共通して必要とされるテーマであるため、広

義の「相談支援及び情報提供」としてもとらえ、横断的・連続的な視点で実施する必要が

ある。 

 がん診療や療養全般を通して連続性のある相談支援・情報提供が求められている。患者や

家族が必要な時に困難なく相談支援を受けられたり、信頼できる情報を活用できるように、

相談支援センターにおける支援や情報提供につなげていく仕組みが求められる。 
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 「分野 5 がん登録」について、中間報告書に記載のある取り組みに関しては、認知度向上

にむけたさらなる検討が求められており、がん登録データの公開や活用によってがん登録への

理解・協力や支援を広めがん登録実施機関を増やしたり、がん登録についての研修を実施し人

材を育成することによって、がん登録の整備と質の向上につながることが期待される。 

 なお、調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みに関しては、患者ががん登録

のデータを活用する手法の検討や医療者側が活用する手法の検討についてのニーズが明らかに

なっており、がん登録の認知度を上げるのみならずがん登録を行っていることによる利点を示

すことが求められていると言える。また、収集される個人情報の適切な取り扱い等の取り組み

へのニーズなども明らかになった。 

 また、がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは主に下記の点である。 

 がん登録の意義、目的、データの活用手法についての理解が十分でないために認知度が低

いと考えられ、実施体制の整備とともに、がん登録を行うことによる利点を明確に示す必

要がある。 

 個人情報の適切な管理はきわめて重要であり、個人情報の保護に向けた体制がどのように

構築されているかについての理解の推進につながる取り組みが求められる。 

 

 「分野 6 がんの早期発見」について、中間報告書に記載のある取り組みに関しては、ひき

つづきがん検診の普及啓発を行うことに加えて、実際に検診の受診につながるための受診勧奨

施策を検討し、実施することが重要であると示された。また、がん検診の精度管理を進めるこ

とによる地域や施設間で検診の質の格差を生まない取り組みや、適切な情報提供を実施するこ

とによる検診についての正しい理解や知識の普及に向けての取り組みが求められている。 

 また、調査で明らかになった中間報告書に記載のない取り組みへのニーズに関しては、より

受診しやすい検診の実施体制に関するニーズやがん検診についての情報提供を強化することへ

のニーズが明らかになった。がん検診の普及啓発と並行して、実施体制をさらに充実させるこ

とが求められていると言える。また、経済的負担の軽減に関する取り組みへのニーズも明らか

となった。 

 なお、がん対策評価・分析委員会による総合考察にあげられたのは主に下記の点である。 

 がん検診の体制整備に加え、検診の意義・必要性の分かりやすさや受診へつなげる動機付

け支援、経済的理由による阻害要因の軽減など、利用者視点の改善がより一層重要である。 

 「受診率向上」という枠組みのみではなく、死亡率の低減、QOL（生活の質）の向上など

の視点で対策を検討することも重要である。調査で明らかになったニーズは早期発見によ

る生存率の向上という成果につなげていく上で重要であると考えられる。 
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 本調査の 留意点としては下記があげられる。 

 定性分析は、作業者の個人的な価値観が反映されないように複数の担当者で行い、定性的

な研究を行ったことのある研究者によるレビューを受けたが、人を介して行ったことによ

るバイアスを完全に取り除くことは難しい。 

 全国のがん診療連携拠点病院にてアンケート用紙を受け取った方のみを対象とするため、

サンプリング・バイアスについて考慮する必要がある。 

 

 今回、調査の対象として扱わなかった分野についても、今後は患者や家族の意見を聴取する

ことが有意義であると考えられる。また、がん対策の評価については、他の調査や研究におい

て明らかになったデータもあわせて参考にしながら実施することが求められる。 

  

  

 本調査の結果が、がん患者や家族にとってより必要としている施策を確認し、継続すべき施

策、より必要とされる新たな取り組みを検討する際の根拠となることが期待される。また、本

事業において用いた調査・分析手法が、今後さらなる改良を重ねることで、がん対策はもちろ

んのこと、他の分野においても患者・家族視点の政策評価を行うための手法の一つとなること

を願っている。
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調査結果 
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Ⅴ. 各分野の調査結果 

 
1.回答者属性 

 
図表5-1-1 このアンケートの記入者（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 5-1-2 がん患者の現在の年齢（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-1-3 （記入者が「がん患者の家族」の場合）記入者の現在の年齢（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

がん患者 1,876 82.5 

がん患者患者の家族 362 15.9 

無回答 28 1.2 

無効回答 7 0.3 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

19歳以下 3 0.1 

20歳代 14 0.6 

30歳代 78 3.4 

40歳代 242 10.6 

50歳代 471 20.7 

60歳代 828 36.4 

70歳代 511 22.5 

80歳代 96 4.2 

無回答 30 1.3 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

19歳以下 0 0.0 

20歳代 9 2.5

30歳代 48 13.3

40歳代 82 22.7

50歳代 97 26.8

60歳代 84 23.2

70歳代 31 8.6

80歳代 2 0.6

無回答 9 2.5

無効回答 0 0.0 

計 362 100.0 

n=2,273 

n=2,273 

n=362
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男

47.7%
女

51.4%

無回答

0.9%

無効回

答 0.0%

4.0%
1.5%

2.3%
1.9%
2.0%

1.9%
1.8%

1.6%
2.2%

1.9%
3.8%

2.6%
3.6%

2.7%
2.2%

1.8%
1.2%

0.7%
0.1%

4.1%
2.4%

2.3%
5.4%

1.6%
1.6%

1.8%
6.8%

2.7%
0.7%

1.3%
0.8%

1.6%
2.3%

4.6%
2.2%

0.4%
2.0%

2.5%
1.3%

4.4%
1.1%
1.1%

1.5%
1.7%

0.0%
1.0%

0.4%
0.6%

0.0%

0% 2% 4% 6% 8%

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県
無回答

無効回答

図表 5-1-4 （がん患者自身の）性別（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 5-1-5 （がん患者自身の）住まいの都道府県名（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

男 1,084 47.7 

女 1,169 51.4 

無回答 20 0.9 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 
n=2,273

n=2,273 
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37.0%

26.0%

14.3%
13.2%

4.0%
1.9%

1.5%
2.2%

0.0%0%

10%

20%

30%

40%

図表 5-1-5 （がん患者自身の）住まいの都道府県名（ひとつ回答） 

回答 回答人数（人） 割合（%） 回答 回答人数（人） 割合（%） 

北海道 91 4.0 京都府 40 1.8 

青森県 33 1.5 大阪府 154 6.8 

岩手県 52 2.3 兵庫県 62 2.7 

宮城県 44 1.9 奈良県 16 0.7 

秋田県 46 2.0 和歌山県 29 1.3 

山形県 44 1.9 鳥取県 19 0.8 

福島県 41 1.8 島根県 36 1.6 

茨城県 37 1.6 岡山県 52 2.3 

栃木県 49 2.2 広島県 105 4.6 

群馬県 43 1.9 山口県 51 2.2 

埼玉県 87 3.8 徳島県 9 0.4 

千葉県 58 2.6 香川県 45 2.0 

東京都 81 3.6 愛媛県 57 2.5 

神奈川県 61 2.7 高知県 30 1.3 

新潟県 50 2.2 福岡県 99 4.4 

富山県 40 1.8 佐賀県 25 1.1 

石川県 27 1.2 長崎県 26 1.1 

福井県 17 0.7 熊本県 33 1.5 

山梨県 2 0.1 大分県 39 1.7 

長野県 94 4.1 宮崎県 1 0.0 

岐阜県 55 2.4 鹿児島県 23 1.0 

静岡県 53 2.3 沖縄県 9 0.4 

愛知県 123 5.4 無回答 13 0.6 

三重県 36 1.6 無効回答 0 0.0 

滋賀県 36 1.6 計 2,273 100.0 

 
図表 5-1-6 （がん患者自身の）最初にがんと診断されてからの経過年数（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

1年未満 841 37.0 

1年以上3年未満 592 26.0 

3年以上5年未満 324 14.3 

5年以上10年未満 300 13.2 

10年以上15年未満 90 4.0 

15年以上20年未満 43 1.9 

20年以上 33 1.5 

無回答 50 2.2 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0

n=2,273 
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0.3%
1.0%

5.6%

14.3%

24.5%

32.7%

14.5%

2.0%
5.2%

0.0%
0%

10%

20%

30%

40%

23.2%

19.2%

14.6%

11.5%

7.2%

4.3%

3.8%

3.4%

3.2%

2.8%

2.4%

2.2%

1.1%

1.1%

3.0%

3.1%

3.7%

1.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

乳房

大腸

肺

胃

血液・リンパ

すい臓

前立腺

食道

卵巣

子宮

肝臓

胆のう・胆管

口腔・咽頭

膀胱

その他

無回答

無効回答

複数部位回答

図表 5-1-7 （がん患者自身の）最初にがんと診断された時の年代（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-1-8 （がん患者自身の）最初に診断されたがん（腫瘍）の種類（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

19歳以下 7 0.3 

20歳代 22 1.0 

30歳代 128 5.6 

40歳代 324 14.3 

50歳代 556 24.5 

60歳代 743 32.7 

70歳代 330 14.5 

80歳代 45 2.0 

無回答 118 5.2 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

乳房 474 20.9 

大腸 393 17.3 

肺 299 13.2 

胃 234 10.3 

血液・リンパ 148 6.5 

すい臓 88 3.9 

前立腺 77 3.4 

食道 69 3.0 

卵巣 66 2.9 

子宮 57 2.5 

肝臓 48 2.1 

胆のう・胆管 44 1.9 

口腔・咽頭 23 1.0 

膀胱 22 1.0 

その他 61 2.7 

無回答 63 2.8 

無効回答 76 3.3 

複数部位回答 31 1.4 

計 2,273 100 

n=2,273 

n=2,273 
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外来通

院中
62.8%

入院中

27.7%

その他

8.0%

無回答

1.4%

無効回

答 0.1%

1.1%

75.6%

15.4%

3.3% 2.4% 1.8% 0.4%
0%

20%

40%

60%

80%

治
療
前

治
療
を
継
続
中

経
過
観
察
や
定
期
検
査

の
み

治
癒
あ
る
い
は
治
癒
に

近
い
と
思
わ
れ
る
状
況

*

そ
の
他

無
回
答

無
効
回
答

あり

46.5%
なし

48.4%

無回答

5.1%

無効回

答 0.0%

図表 5-1-9 （アンケート用紙を受け取った）医療機関のかかり方（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 5-1-10 現在のがんの治療状況（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*治療後5年程度を経て、がんの再発は見られず特にがんに対しての治療はしていない状態 

 

 

図表 5-1-11 がんの再発・転移の経験（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

外来通院中 1,427 62.8 

入院中 629 27.7 

その他 182 8.0 

無回答 32 1.4 

無効回答 3 0.1 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

治療前 24 1.1 

治療を継続中 1,719 75.6 

経過観察や定期検査の

み 

350 15.4 

治癒あるいは治癒に近

いと思われる状況* 

76 3.3 

その他 54 2.4 

無回答 40 1.8 

無効回答 10 0.4 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

あり 1,056 46.5 

なし 1,100 48.4 

無回答 117 5.1 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

n=2,273 

n=2,273 

n=2,273 
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71.5%
80.5%

32.3%

3.4%
0%

25%

50%

75%

100%

手
術
*

化
学
療
法
*
*

放
射
線
療
法

そ
の
他

図表 5-1-12 今までに受けた治療（複数回答有） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*外科治療、内視鏡・胸腔鏡・腹腔鏡手術含む 

**抗がん剤治療、ホルモン療法、分子標的治療を含む 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

手術* 1,626 71.5 

化学療法** 1,829 80.5 

放射線療法 735 32.3 

その他 77 3.4 

ひとつも回答なし 64 2.8 

一人当たり平均回答個数 1.9 
n=2,273 
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2．データ編 

 

分野1 放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成 

 

図表 5-2-1 患者の状況（複数回答有） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

放射線治療や化学療法などの治療の選択肢について、十分説明を受けた 1,511 66.5 

担当医（主治医）だけでなく、放射線治療医、腫瘍内科医、専門看護師、薬剤師な

ど、複数の専門家が診療にあたっていると感じる 
1,220 53.7 

自分の受けた「放射線療法や化学療法」について満足している 970 42.7 

放射線治療と化学療法は、自分にとって関係なかった 191 8.4 

医療機関の放射線療法や化学療法の診療実績や人員配置に関する情報を参考にした 170 7.5 

海外で承認されているが日本ではまだ承認されていない抗がん剤があるため困った 167 7.3 

国内では別の種類のがんなど、他の効能で承認されているが自分の治療では使用で

きない抗がん剤があるため困った 
113 5.0 

ひとつも回答なし 259 11.4 

一人当たり平均回答個数: 1.9  

n=2,273 

66.5%

53.7%

42.7%

8.4%

7.5%

7.3%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80%

…

…

…

…

…

…

…

放射線治療や化学療法などの治療の選択肢について、十分説明
を受けた 

担当医（主治医）だけでなく、放射線治療医、腫瘍内科医、専
門看護師、薬剤師など、複数の専門家が診療にあたっていると
感じる 

自分の受けた「放射線療法や化学療法」について満足している

海外で承認されているが日本ではまだ承認されていない抗が
ん剤があるため困った 

放射線治療と化学療法は、自分にとって関係なかった 

医療機関の放射線療法や化学療法の診療実績や人員配置に関
する情報を参考にした 

国内では別の種類のがんなど、他の効能で承認されているが自
分の治療では使用できない抗がん剤があるため困った 
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重要

83.3%

やや重要

7.5%

あまり重

要でない
1.1%

重要でな

い 0.4%

無回答

7.6% 無効回答

0.1%

重要

78.4%

やや重要

11.2%

あまり重

要でない
1.5%

重要でな

い 0.3%

無回答

8.7% 無効回答

0.0%

重要

84.7%

やや重要

7.2%

あまり重

要でない
0.7%

重要でな

い 0.2%

無回答

7.2% 無効回答

0.0%

図表 5-2-2 取り組み①「放射線療法及び化学療法を行う部門を整備して、診療体制を整備する」の重要度

（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-2-3 取り組み②「複数の科や他職種の専門家によるチーム医療を展開するための研修を行い、体制

を整備する」の重要度（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-2-4 取り組み③「抗がん剤等の医療品を医療現場で早期に使用できるようにするために、新薬の開

発・審査体制の見直しを行う」の重要度（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,893 83.3 

やや重要 171 7.5 

あまり重要でない 25 1.1 

重要でない 9 0.4 

無回答 173 7.6 

無効回答 2 0.1 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,782 78.4 

やや重要 255 11.2 

あまり重要でない 33 1.5 

重要でない 6 0.3 

無回答 197 8.7 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,925 84.7 

やや重要 163 7.2 

あまり重要でない 17 0.7 

重要でない 4 0.2 

無回答 163 7.2 

無効回答 1 0.0 

計 2,273 100.0 

n=2,273 

n=2,273 

n=2,273 
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図表 5-2-5 取り組み①～③のうち最優先すべきもの（ひとつ回答） 

① 放射線療法及

び化学療法を行う

部門を整備して、

診療体制を整備す

る 17.9%

② 複数の科や他

職種の専門家によ

るチーム医療を展

開するための研修

を行い、体制を整

備する 21.2%

③ 抗がん剤等の医

療品を医療現場で

早期に使用できる

ようにするために、

新薬の開発・審査

体制の見直しを行

う 52.3%

無回答 8.7%
無効回答 0.0%

 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

①放射線療法及び化学療法を行う部門を整備して、診療体制を整備する 407 17.9 

②複数の科や他職種の専門家によるチーム医療を展開するための研修を行い、体制

を整備する 
481 21.2 

③抗がん剤等の医療品を医療現場で早期に使用できるようにするために、新薬の開

発・審査体制の見直しを行う 
1,188 52.3 

無回答 197 8.7 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

 

n=2,273 
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重要

68.9%

やや重

要 21.4%

あまり重

要でない
2.2%

重要でな

い 0.3%
無回答

7.2%
無効回

答 0.0%

重要

70.6%

やや重

要 18.9%

あまり重

要でない
1.9%

重要でな

い 0.2%
無回答

8.4%
無効回

答 0.0%

重要

71.2%

やや重

要 17.5%

あまり重

要でない
2.2%

重要でな

い 0.4%
無回答

8.7%
無効回

答 0.0%

図表 5-2-7 取り組み①「がん診療に関わるすべての医師が「緩和ケア」についての基本的な知識や技能を

習得するように研修を受ける」の重要度（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-2-8 取り組み②「緩和ケアチーム*を設置したり病院や在宅などネットワークを強化し、緩和ケア体

制を整える」の重要度（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*緩和ケア専門の医師や看護師、薬剤師、ソーシャルワーカーなどの複数の職種によるチーム 

 

図表 5-2-9 取り組み③「がんによる痛みをしっかり治すための、医療用麻薬を適正に使用するための取り

組みを推進する」の重要度（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,565 68.9 

やや重要 487 21.4 

あまり重要でない 49 2.2 

重要でない 7 0.3 

無回答 164 7.2 

無効回答 1 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,604 70.6 

やや重要 430 18.9 

あまり重要でない 44 1.9 

重要でない 5 0.2 

無回答 190 8.4 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,619 71.2 

やや重要 398 17.5 

あまり重要でない 50 2.2 

重要でない 8 0.4 

無回答 198 8.7 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

n=2,273 

n=2,273 

n=2,273 
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図表 5-2-10 取り組み①～③のうち最優先すべきもの（ひとつ回答） 

① がん診療に関わ

るすべての医師が

「緩和ケア」につい

ての基本的な知識

や技能を習得する

ように研修を受ける
20.9%

② 緩和ケアチーム

*を設置したり病院

や在宅などネット

ワークを強化し、緩

和ケア体制を整え

る 46.1%

③ がんによる痛み

をしっかり治すため

の、医療用麻薬を

適正に使用するた

めの取り組みを推

進する 24.4%

無回答 8.6%
無効回答 0.0%

 
 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

①がん診療に関わるすべての医師が「緩和ケア」についての基本的な知識や技能を

習得するように研修を受ける 
475 20.9 

②緩和ケアチーム*を設置したり病院や在宅などネットワークを強化し、緩和ケア体

制を整える 
1,047 46.1 

③がんによる痛みをしっかり治すための、医療用麻薬を適正に使用するための取り

組みを推進する 
554 24.4 

無回答 196 8.6 

無効回答 1 0.0 

計 2,273 100.0 

 
*緩和ケア専門の医師や看護師、薬剤師、ソーシャルワーカーなどの複数の職種によるチーム 

 

n=2,273 
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重要

64.8%

やや重

要 19.4%

あまり重

要でない
3.1%
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い 0.9%

無回答
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重要
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やや重

要 31.0%

あまり重

要でない
6.6%

重要でな

い 0.8%

無回答

14.7%
無効回

答 0.0%

重要

63.2%やや重

要 21.1%

あまり重

要でない
2.4%

重要でな

い 0.4%

無回答

13.0%
無効回

答 0.0%

図表 5-2-12 取り組み①「在宅医療を選択できるように、病院、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーショ

ン、薬局等の連携体制を強化する」の重要度（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-2-13 取り組み②「緩和ケアの実施など在宅医療の質を評価するための指標を検討する」の重要度（ひ

とつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 5-2-14 取り組み③「病院と地域の医療機関との連携や、コーディネート（調整）する機能を強化する」

の重要度（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,473 64.8 

やや重要 440 19.4 

あまり重要でない 71 3.1 

重要でない 21 0.9 

無回答 268 11.8 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,068 47.0 

やや重要 704 31.0 

あまり重要でない 149 6.6 

重要でない 19 0.8 

無回答 333 14.7 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,436 63.2 

やや重要 479 21.1 

あまり重要でない 54 2.4 

重要でない 9 0.4 

無回答 295 13.0 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

n=2,273 

n=2,273 

n=2,273 
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図表 5-2-15 取り組み①～③のうち最優先すべきもの（ひとつ回答） 

① 在宅医療を選

択できるように、病

院、在宅療養支援

診療所、訪問看護

ステーション、薬局

等の連携体制を強

化する 49.5%

② 緩和ケアの実施

など在宅医療の質

を評価するための

指標を検討する

6.1%

③ 病院と地域の医

療機関との連携

や、コーディネート

（調整）する機能を

強化する 30.1%

無回答 14.3%

無効回答 0.0%

 
 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

①在宅医療を選択できるように、病院、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーショ

ン、薬局等の連携体制を強化する 
1,126 49.5 

②緩和ケアの実施など在宅医療の質を評価するための指標を検討する 138 6.1 

③病院と地域の医療機関との連携や、コーディネート（調整）する機能を強化する 685 30.1

無回答 324 14.3 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

 
 
 

n=2,273 
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重要

63.8%
やや重

要 22.3%

あまり重

要でない
2.6%

重要でな

い 0.4%

無回答

10.9%
無効回

答 0.0%

重要

63.4%
やや重

要 21.8%

あまり重

要でない
2.2%

重要でな

い 0.4%

無回答

12.3%
無効回

答 0.0%

図表 5-2-17 取り組み①「相談支援センターの相談員や、さまざまな専門職からなるチームへの研修を行い、

相談支援の質を高める」の重要度（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 5-2-18 取り組み②「さまざまながんに関する情報を充実させ、住み慣れた家庭や地域での生活を送る

ための相談支援と情報提供を強化する」の重要度（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 5-2-19 取り組み③「必要とする情報や信頼性のある情報が提供されるよう、情報の質を担保する」の

重要度（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,451 63.8 

やや重要 506 22.3 

あまり重要でない 59 2.6 

重要でない 9 0.4 

無回答 248 10.9 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,462 64.3 

やや重要 492 21.6 

あまり重要でない 69 3.0 

重要でない 8 0.4 

無回答 242 10.6 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,440 63.4 

やや重要 496 21.8 

あまり重要でない 50 2.2 

重要でない 8 0.4 

無回答 279 12.3 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

重要

64.3%
やや重

要 21.6%

あまり重

要でない
3.0%

重要でな

い 0.4%

無回答

10.6%
無効回

答 0.0%

n=2,273 

n=2,273 

n=2,273 
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図表 5-2-20 取り組み①～③のうち最優先すべきもの（ひとつ回答） 

① 相談支援セン

ターの相談員や、

さまざまな専門職

からなるチームへ

の研修を行い、相

談支援の質を高め

る 32.6%

② さまざまながん

に関する情報を充

実させ、住み慣れ

た家庭や地域での

生活を送るための

相談支援と情報提

供を強化する

34.1%

③ 必要とする情報

や信頼性のある情

報が提供されるよ

う、情報の質を担保

する 20.5%

無回答 12.7% 無効回答 0.0%

 
 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

①相談支援センターの相談員や、さまざまな専門職からなるチームへの研修を行い、

相談支援の質を高める 
742 32.6 

②さまざまながんに関する情報を充実させ、住み慣れた家庭や地域での生活を送る

ための相談支援と情報提供を強化する 
776 34.1 

③必要とする情報や信頼性のある情報が提供されるよう、情報の質を担保する 466 20.5 

無回答 288 12.7 

無効回答 1 0.0 

計 2,273 100.0 

 

n=2,273 
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重要

48.4%

やや重

要 26.4%

あまり重

要でない
8.4%

重要でな

い 1.9%

無回答

14.9%

無効回

答 0.0%

重要

42.6%

やや重

要 29.0%

あまり重

要でない
9.9%

重要でな

い 2.2%

無回答

16.3%

無効回

答 0.0%

重要

44.0%

やや重

要 27.2%

あまり重

要でない
9.4%

重要でな

い 2.2%

無回答

17.2%

無効回

答 0.0%

図表 5-2-22 取り組み①「がん診療を行う病院にがん登録を義務付けたり、支援を行うなどして、がん登録

実施機関を増やす」の重要度（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 5-2-23 取り組み②「がん登録についての研修を実施し、的確にがん登録作業をできる人材を育成する」

の重要度（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 5-2-24 取り組み③「がん登録のデータを地域別、医療機関ごとに公開・活用するなどして、認知度を

増やす」の重要度（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,099 48.4 

やや重要 600 26.4 

あまり重要でない 191 8.4 

重要でない 44 1.9 

無回答 339 14.9 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 968 42.6 

やや重要 659 29.0 

あまり重要でない 224 9.9 

重要でない 50 2.2 

無回答 371 16.3 

無効回答 1 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 999 44.0 

やや重要 618 27.2 

あまり重要でない 214 9.4 

重要でない 51 2.2 

無回答 390 17.2 

無効回答 1 0.0 

計 2,273 100.0 

n=2,273 

n=2,273 

n=2,273 
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図表 5-2-25 取り組み①～③のうち最優先すべきもの（ひとつ回答） 

① がん診療を行う

病院にがん登録を

義務付けたり、支

援を行うなどして、

がん登録実施機関

を増やす 35.0%

② がん登録につい

ての研修を実施

し、的確にがん登

録作業をできる人

材を育成する
16.4%

③ がん登録のデー

タを地域別、医療

機関ごとに公開・活

用するなどして、認

知度を増やす
27.4%

無回答 21.1%
無効回答 0.1%

 

 
回答 回答人数（人） 割合（%） 

① がん診療を行う病院にがん登録を義務付けたり、支援を行うなどして、がん登

録実施機関を増やす 
796  35.0 

② がん登録についての研修を実施し、的確にがん登録作業をできる人材を育成す

る 
373  16.4 

③ がん登録のデータを地域別、医療機関ごとに公開・活用するなどして、認知度

を増やす 
622  27.4 

無回答 480  21.1 

無効回答 2  0.1 

計 2,273  100.0 

n=2,273 
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重要

81.5%

やや重

要 11.0%

あまり重

要でない
1.5%

重要でな

い 0.4%
無回答

5.7%

無効回

答 0.0%

重要

77.8%

やや重

要 13.5%

あまり重

要でない
1.5%

重要でな

い 0.1%
無回答

7.1%

無効回

答 0.0%

重要

67.0%

やや重

要 19.8%

あまり重

要でない
3.8%

重要でな

い 0.4%

無回答

8.8%

無効回

答 0.0%

図表 5-2-27 取り組み①「がん検診を受診すべき対象者や実施機関に普及活動を行い、がん検診の効果的な

受診勧奨を行う」の重要度（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表 5-2-28 取り組み②「がん検診の質を管理し、科学的根拠に基づいたがん検診が受けられるよう推進す

る」の重要度（ひとつ回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表 5-2-29 取り組み③「がん検診についてのガイドラインを整備し、受診者に対してがん検診の限界やデ

メリット（不利益）を十分に説明したうえでがん検診を勧めるような体制を整える」の重要度（ひとつ回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,852 81.5 

やや重要 250 11.0 

あまり重要でない 33 1.5 

重要でない 8 0.4 

無回答 130 5.7 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,768 77.8 

やや重要 307 13.5 

あまり重要でない 33 1.5 

重要でない 3 0.1 

無回答 162 7.1 

無効回答 0 0.0 

計 2,273 100.0 

回答 回答人数（人） 割合（%） 

重要 1,524 67.0 

やや重要 451 19.8 

あまり重要でない 86 3.8 

重要でない 10 0.4 

無回答 201 8.8 

無効回答 1 0.0 

計 2,273 100.0 

n=2,273 

n=2,273 

n=2,273 
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図表 5-2-30 取り組み①～③のうち最優先すべきもの（ひとつ回答） 

① がん検診を受診

すべき対象者や実

施機関に普及活動

を行い、がん検診

の効果的な受診勧

奨を行う 46.7%

② がん検診の質を

管理し、科学的根

拠に基づいたがん

検診が受けられる

よう推進する 23.3%

③ がん検診につい

てのガイドラインを

整備し、受診者に

対してがん検診の

限界やデメリット

（不利益）を十分に

説明したうえでがん

検診を勧めるような

体制を整える
22.7%

無回答 7.2% 無効回答 0.0%

 

 
回答 回答人数（人） 割合（%） 

①がん検診を受診すべき対象者や実施機関に普及活動を行い、がん検診の効果的な

受診勧奨を行う 
1,062 46.7 

②がん検診の質を管理し、科学的根拠に基づいたがん検診が受けられるよう推進す

る 
530 23.3 

③がん検診についてのガイドラインを整備し、受診者に対してがん検診の限界やデ

メリット（不利益）を十分に説明したうえでがん検診を勧めるような体制を整える
517 22.7 

無回答 163 7.2 

無効回答 1 0.0 

計 2,273 100.0 

n=2,273 
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3.コメント編 

 

 ここでは、自由記述欄に記載されたコメントを一覧で示す。なお、コメントは原文のままを掲載している

が、個人や個別の機関等が特定される可能性があるなど特別な配慮が必要と判断した記載（個人名、固有名

詞、都道府県名、診断日など）については黒く塗りつぶしてある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究目的等によりアンケートの個別コメントを閲覧希望される場合は、下記宛てにお申し出ください。 

 

 （照会先） 

    ○特定非営利活動法人 日本医療政策機構 市民医療協議会 

      ＴＥＬ   ０３－５６１４－７７９６ 
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Ⅵ. 使用したアンケート調査票 

厚生労働省「平成 22年度がん対策評価・分析事業」 

あなたの思いを聞かせてください！がん対策に関するアンケート調査 

 

 このアンケート調査は、国のがん対策推進基本計画＊を参考にし、「放射線療法及び化学療法の推進

並びに医療従事者の育成」「緩和ケア」「在宅医療」「がん医療に関する相談支援及び情報提供」「がん

登録」「がんの早期発見」の分野に関連する質問を中心に構成されています。 

 全体で 15分程度で回答できる分量です。もし答えにくい質問や不快に思われる質問がある場合は、

無理にお答えいただかなくても構いません。 

 このアンケート調査はインターネットからも回答できます（回答はお一人様につき、アンケート用

紙による回答かインターネットからの回答、いずれか一回限りでお願いします）。調査専用ウェブペ

ージにアクセスした後、IDとパスワードを入力し、ウェブページ上の説明に従ってご回答ください。 

  調査専用ウェブページ：  http://app.odoroki.biz/wgpi3p1a.asp  

  ID：●●●   パスワード： ●●● 

 なお、本アンケート調査では、お名前など個人を特定するような質問は含まれておりません。回答

者のプライバシーに関わる情報が外部に出ることは一切ございませんのでご安心ください。 

 どうぞご協力宜しくお願いいたします。 

 このアンケート調査は、厚生労働省からの委託を受けて行っています。 

 【委託元】厚生労働省   
 【事業の実施主体】特定非営利活動法人 日本医療政策機構   【調査集計機関】社団法人 中央調査社 

 （本アンケート調査に関する問い合わせ先） 
  がん対策評価分析事業 事務局（特定非営利活動法人 日本医療政策機構 市民医療協議会内） 
    E‐mail：●●●●          TEL：●●●●    FAX：●●●● 

＊参考（厚生労働省ホームページ）http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/06/s0615‐1.html 

 

ご記入者・がん患者さん についてお伺いします                     

（１）このアンケートのご記入者について、当てはまるところにひとつ○をつけてください。 

 １．がん患者  ２．がん患者の家族     

 

（２）がん患者さんの現在の年齢（ひとつ回答） 

 １．19歳以下        ２．20歳代           ３．30歳代           ４．40歳代          

 ５．50歳代  ６．60歳代           ７．70歳代           ８．80歳以上 

 

※ご記入者が「がん患者の家族」の場合 

（２－１）ご記入者の現在の年齢（ひとつ回答） 

 １．19歳以下        ２．20歳代           ３．30歳代           ４．40歳代          

 ５．50歳代  ６．60歳代           ７．70歳代           ８．80歳以上
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これからの質問は、がん患者さんはご自身について、家族の方はがん患者ご本人についてお答えくださ

い。 

 

（３）性別（ひとつ回答） 

 １．男     ２．女 

 

（４）お住まいの都道府県名 

         （都・道・府・県） 

 

（５）最初にがんと診断された時期、年齢 

 昭和・平成     年 ／ 西暦      年   （    歳の時） 

 

（６）最初に診断されたがん（腫瘍）の種類（例：肺がん、悪性リンパ腫、脳腫瘍） 

          

 

（７）（このアンケート用紙を受け取った）医療機関のかかり方（ひとつ回答） 

 １．外来通院中  ２．入院中  ３．その他（           ） 

 

（８）現在のがんの治療状況（ひとつ回答） 

 １．治療前    ２．治療を継続中   ３．経過観察や定期検査のみ  

 ４．治癒あるいは治癒に近いと思われる状況*  ５．その他（           ） 

*治療後 5年程度を経て、がんの再発は見られず特にがんに対しての治療はしていない状態 

 

（９）がんの再発・転移の経験（ひとつ回答） 

 １．あり        ２．なし 

 

（10）今までに受けた治療（あてはまるものにいくつでも○をつけてください） 

 １．手術（外科治療、内視鏡・胸腔鏡・腹腔鏡手術を含む） 

 ２．化学療法（抗がん剤治療、ホルモン療法、分子標的治療を含む） 

 ３．放射線療法              

 ４．その他（                ）     
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「放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成」分野 についてお伺いします     

放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成 とは、 

医療機関が放射線療法及び化学療法を実施できるようにするための取り組みや、新薬や今まで承認され

ていなかった薬を医療現場に届けるための取り組みです。治療体制の整備や新薬の審査体制の整備など

が行われています。 

 
【質問 A】「放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成」について、あなたにとって 
     あてはまるものにいくつでも○をつけてください。 

 １．放射線治療や化学療法などの治療の選択肢について、十分説明を受けた 

 ２．自分の受けた「放射線療法や化学療法」について満足している  

 ３．医療機関の放射線療法や化学療法の診療実績や人員配置に関する情報を参考にした 

 ４．担当医（主治医）だけでなく、放射線治療医、腫瘍内科医、専門看護師、薬剤師など、複数の専門家が診

療にあたっていると感じる 

 ５．海外で承認されているが日本ではまだ承認されていない抗がん剤があるため困った 

 ６．国内では別の種類のがんなど、他の効能で承認されているが自分の治療では使用できない抗がん剤がある

ため困った 

 ７．放射線治療と化学療法は、自分にとって関係なかった 

 

 ★下記①～③は、この分野で行われている（あるいは今後行うことが検討されている）主な取り組みです。 

【質問 B】以下の「放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成」の取り組みは、あなたに 
     とってどの程度重要と考えますか？それぞれあてはまるものひとつに○をつけてください。 

 

① 放射線療法及び化学療法を行う部門を整備して、診療体制を整備する 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

② 複数の科や他職種の専門家によるチーム医療を展開するための研修を行い、体制を整備する 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

③ 抗がん剤等の医療品を医療現場で早期に使用できるようにするために、新薬の開発・審査体制の見直しを行う 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

【質問 B-1】上記①～③のうち、もっとも優先的に実施すべき取り組みはどれと考え
ますか？右の枠内にひとつご記入ください。 

 

【質問 C】「放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成」の取り組みで、感じたことや考え
ていること（良いと思う点や悪いと思う点、改善策など）を、お書きください。 
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「緩和ケア」分野 についてお伺いします                              

緩和ケア とは、 

患者とその家族に、病院や在宅での治療に際し、終末期だけでなく治療の初期段階から並行して、‘心’

や‘体’の痛みやつらさを和らげ、生活の質の維持向上を図る方法や考え方を広げるための取り組みで

す。医師への研修などが行われています。 

 

【質問 A】「緩和ケア」について、あなたにとってあてはまるものにいくつでも○をつけてください。 

 １．「緩和ケア」の意味を十分知っていた 

 ２．医師と「緩和ケア」について話し合った 

 ３．自分の受けている「緩和ケア」に満足している 

 ４．痛みなどの身体症状のみを対象とすると思っていた 

 ５．終末期の患者だけを対象とすると思っていた 

 ６．治療と並行でなく、単独で行われるもの（がんの治療が終わったり、これ以上治療がなくなってから始め

るもの）と思っていた 

 ７．病院、緩和ケア病棟などの限られた場所でしか行われないと思っていた 

 ８．よく知らないが、聞いたことはある 

 ９．知らなかった 

 

★下記①～③は、この分野で行われている（あるいは今後行うことが検討されている）主な取り組みです。 

【質問 B】以下の「緩和ケア」の取り組みは、あなたにとってどの程度重要と考えますか？ 
それぞれあてはまるものひとつに○をつけてください。 

 

① がん診療に関わるすべての医師が「緩和ケア」についての基本的な知識や技能を習得するように研修を受ける 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 
② 緩和ケアチーム（緩和ケア専門の医師や看護師、薬剤師、ソーシャルワーカーなどの複数の職種による 

チーム）を設置したり病院や在宅などネットワークを強化し、緩和ケア体制を整える 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない  ４．重要でない 

 

③ がんによる痛みをしっかり治すための、医療用麻薬を適正に使用するための取り組みを推進する 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

【質問 B-1】上記①～③のうち、もっとも優先的に実施すべき取り組みはどれと考え
ますか？右の枠内にひとつご記入ください。 

 

【質問 C】「緩和ケア」の取り組みで、感じたことや考えていること（良いと思う点や悪いと思う点、改
善策など）を、お書きください。 
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「在宅医療」分野 についてお伺いします                              

在宅医療 とは、 

がん患者の意向を踏まえて、住み慣れた家庭や地域での療養を選択できるように、在宅医療の充実を図
るための取り組みです。在宅医療の提供体制の整備などが行われています。 
 
【質問 A】「在宅医療」について、あなたにとってあてはまるものにいくつでも○をつけてください。 

 １．「在宅医療」を受けたいと思ったことがある 

 ２．医師と「在宅医療」について話し合った 

 ３．自分は「在宅医療」を受けていると感じる 

 ４．医療や療養の場所について（病院 あるいは 在宅）満足している 

 ５．「在宅医療」を希望したが、受けることができなかった 

 ６．終末期の患者だけを対象とすると思っていた 

 ７．急に具合が悪くなったりしたときに、在宅で対応できるか心配 

 ８．よく知らないが、聞いたことはある 

 ９．知らなかった 

 

★下記①～③は、この分野で行われている（あるいは今後行うことが検討されている）主な取り組みです。 

【質問 B】以下の「在宅医療」の取り組みは、あなたにとってどの程度重要と考えますか？ 
それぞれあてはまるものひとつに○をつけてください。 

 

① 在宅医療を選択できるように、病院、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、薬局等の連携体制を強

化する 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

② 緩和ケアの実施など在宅医療の質を評価するための指標を検討する 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

③ 病院と地域の医療機関との連携や、コーディネート（調整）する機能を強化する 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

【質問 B-1】上記①～③のうち、もっとも優先的に実施すべき取り組みはどれと考え
ますか？右の枠内にひとつご記入ください。 

 

【質問 C】「在宅医療」の取り組みで、感じたことや考えていること（良いと思う点や悪いと思う点、改
善策など）を、お書きください。 
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「がん医療に関する相談支援及び情報提供」分野 についてお伺いします                 

がん医療に関する相談支援及び情報提供 とは、 

がんに関する相談に応え、支援し、信頼できるわかりやすい情報を患者や家族、一般の方に提供 
することで、安心して自分らしい生活を送ることができるための取り組みです。相談員への研修、がん
情報の提供などが行われています。 

 

【質問 A】「がん医療に関する相談支援及び情報提供」について、あなたにとってあてはまるものに 
     いくつでも○をつけてください。 

 １．「がん相談支援センター*」のことを聞いたことがある（*がん診療連携拠点病院すべてに設置されており、

がん相談支援室、地域医療連携室などの名称で呼ばれていることもあります） 

 ２．「がん相談支援センター*」を利用したことがある 

 ３．自分の受けとった「がんに関する情報」に満足している 

 ４．国立がん研究センターの「がん情報サービス」（インターネットでのがん情報提供サービス）を知っている 

 ５．がんの情報が足りなくて困った 

 ６．自分に当てはまる情報を選ぶのが大変だった 

 ７．誰に（どこに）相談すればよいのかわからなかった 

 ８．担当医しか、相談できないと思っていた 

 ９．治療以外の、費用のこと、療養生活のことを話しづらかった 

 

★下記①～③が、この分野で行われている（あるいは今後行うことが検討されている）主な取り組みです。 

【質問 B】以下の「がん医療に関する相談支援及び情報提供」の取り組みは、あなたにとってどの程度
重要と考えますか？それぞれあてはまるものひとつに○をつけてください。 

 

① 相談支援センターの相談員や、さまざまな専門職からなるチームへの研修を行い、相談支援の質を高める。 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

② さまざまながんに関する情報を充実させ、住み慣れた家庭や地域での生活を送るための相談支援と情報提供

を強化する。 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

③ 必要とする情報や信頼性のある情報が提供されるよう、情報の質を担保する。 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

【質問 B-1】上記①～③のうち、もっとも優先的に実施すべき取り組みはどれと考え
ますか？右の枠内にひとつご記入ください。 

 

【質問 C】「がんに関する相談支援及び情報提供」の取り組みで、感じたことや考えていること（良い
と思う点や悪いと思う点、改善策など）を、お書きください。 
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「がん登録」分野 についてお伺いします                              

がん登録 とは、 

がん医療の評価やがん検診の評価など、がん対策に役立てるため、ひとりひとりのがん患者に 
関する、診断、治療、治療後の経過、生存状況などの情報を収集して整理、分析する取り組みです。実
施施設を増やしたり、実務者の研修や整備に向けた検討が行われています。 

 

【質問 A】「がん登録」について、あなたにとってあてはまるものにいくつでも○をつけてください。 

 １．「がん登録」の意味を知っていた 

 ２．「がん登録」の取り組みは重要だと思う 

 ３．自分の情報が活用されることは、意義のあることだと思う 

 ４．個人情報など、きちんと管理されているか心配 

 ５．治療成績や見通しがわかることが、重要だと思う 

 ６．正確な情報や見通しを知るためには、国全体で実施する必要がある 

 ７．知らなかった 

 ８．よくわからない 

 

★下記①～③が、この分野で行われている（あるいは今後行うことが検討されている）主な取り組みです。 

【質問 B】以下の「がん登録」の取り組みは、あなたにとってどの程度重要と考えますか？ 
それぞれあてはまるものひとつに○をつけてください。 

 

① がん診療を行う病院にがん登録を義務付けたり、支援を行うなどして、がん登録実施機関を増やす。 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

② がん登録についての研修を実施し、的確にがん登録作業をできる人材を育成する。 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

③ がん登録のデータを地域別、医療機関ごとに公開・活用するなどして、認知度を増やす。 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

【質問 B-1】上記①～③のうち、もっとも優先的に実施すべき取り組みはどれと考えます
か？右の枠内にひとつご記入ください。 

 
【質問 C】「がん登録」の取り組みで、感じたことや考えていること（良いと思う点や悪いと思う点、改

善策など）を、お書きください。 
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「がんの早期発見」分野 についてお伺いします                           

がんの早期発見 とは、 

がんを早期に発見するために、がん検診の受診率の向上を図り、検診の精度を向上させるための 
取り組みです。がん検診の受診を勧めるための啓発や普及活動などが行われています。 

 

【質問 A】「がんの早期発見」について、あなたにとってあてはまるものにいくつでも○をつけてくださ
い。 

 １．がん検診をきっかけに診断された 

 ２．がん検診は自分にとって役立ったと思う 

 ３．がん検診が重要であることについて聞いたことがある 

 ４．がん検診の受け方や窓口などについて、わかりやすいと思う  

 ５．個別に自分あてに手紙や電話でがん検診を勧められれば、がん検診を受けたいと思う 

 ６．ガイドラインなどで、質の高いがん検診に向けた取り組みが行われていることを知っている 

 ７．がん検診を受けたことがなかった 

 ８．がん検診について、知らなかった 

 

★下記①～③は、この分野で行われている（あるいは今後行うことが検討されている）主な取り組みです。 

【質問 B】以下の「がんの早期発見」の取り組みは、あなたにとってどの程度重要と考えますか？それ
ぞれあてはまるものひとつに○をつけてください。 

 

① がん検診を受診すべき対象者や実施機関に普及活動を行い、がん検診の効果的な受診勧奨を行う。 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

② がん検診の質を管理し、科学的根拠に基づいたがん検診が受けられるよう推進する。 

１．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない  ４．重要でない 

 
③ がん検診についてのガイドラインを整備し、受診者に対してがん検診の限界やデメリット（不利益）を 

十分に説明したうえでがん検診を勧めるような体制を整える。 

  １．重要  ２．やや重要  ３．あまり重要でない   ４．重要でない 

 

【質問 B-1】上記①～③のうち、もっとも優先的に実施すべき取り組みはどれと考え
ますか？右の枠内にひとつご記入ください。 

 

【質問 C】「がんの早期発見」の取り組みで、感じたことや考えていること（良いと思う点や悪いと思う
点、改善策など）を、お書きください。 

 

 

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。 
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